
静岡県建設工事監督要領の運用

１ 適用範囲

この運用は、経営管理部、くらし・環境部、経済産業部及び交通基盤部が発注する土木

工事、農林土木工事及び建築・設備工事に適用する。

２ 監督の体制、業務（第３、４条関係）

静岡県建設工事監督要領（以下「監督要領」という。）第３条に規定する監督の体制は、

土木工事及び農林土木工事にあっては別表１、建築・設備工事にあっては別表２によると

ころとする。 

監督要領第４条に規定する監督の業務は、総括監督員、主任監督員及び担当監督員に分

任するものとし、次の各号に掲げるとおりとする。また、同条に規定する別記「監督業務

の内容」については、土木工事においては「監督業務の内容 土木工事編」と、農林土木

工事においては「監督業務の内容 農林土木工事編」と、建築・設備工事においては「監

督業務の内容 建築・設備工事編」とそれぞれ読み替えて適用する。 

（１）総括監督員の業務

ア 契約の履行についての契約の相手方に対する必要な指示、承諾又は協議で重要なもの

イ 関連する２以上の工事監督を行う場合における工事の工程等の調整で重要なもの

ウ 工事の内容の変更、一時中止又は打切りの必要を認めた場合における当該措置を必要と

する理由、その他必要と認める事項の契約担当者への報告

エ 主任監督業務及び担当監督業務を担当する監督員の指揮監督及び監督業務の掌理

オ 現場技術員（※注１）の指揮監督及び業務の掌理

（２）主任監督員の業務

ア 契約の履行についての契約の相手方に対する必要な指示、承諾又は協議（重要なもの及

び軽易なものを除く）。

イ 契約図書に基づく工事の実施のための詳細図等（軽易なものを除く。）の作成及び交付

又は契約の相手方が作成したこれらの図書（軽易なものを除く。）の承諾

ウ 契約図書に基づく工程管理、立会、工事の実施状況の検査及び工事材料の試験又は検査

の実施（他の者に実施させて確認することを含む。以下同じ。）で重要なもの

エ 関連する２以上の工事の監督を行う場合における工事の工程等の調整（重要なものを除

く。）

オ 工事の内容の変更、一時中止又は打切りの必要があると認めた場合における、当該措置

を必要とする理由、その他必要と認める事項の総括監督業務を担当する監督員への報告

カ 担当監督業務を担当する監督員の指揮監督並びに主任監督業務及び担当監督業務の掌

理

キ 現場技術員の指揮監督及び業務の掌理



 
（３）担当監督員の業務 

ア 契約の履行についての契約の相手方に対する必要な指示、承諾又は協議で軽易なもの 

イ 契約図書に基づく工事の実施のための詳細図等で軽易なものの作成及び交付、又は契約

の相手方が作成したこれらの図書で軽易なものの承諾 

ウ 契約図書に基づく工程の管理、立会、工事の実施状況の検査及び工事材料の試験又は検

査（立会確認）の実施（重要なものを除く。） 

エ 工事の内容の変更、一時中止又は打切りの必要があると認めた場合における当該措置を

必要とする理由、その他必要と認める事項の主任監督業務を担当する監督員への報告 

オ 担当監督業務の掌理 

カ 現場技術員の業務の掌理及び調整 

 

３ 監督員の通知（第９条関係） 

静岡県建設工事執行規則第21条第１項に規定する監督員通知書及び監督要領第９条第２

項に規定する監督員変更通知書については、監督員の職氏名に加え、業務の区分を併記する

ものとする（記載例１、２参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

（※注１）現場技術員とは、土木工事共通仕様書第3編1-1-4及び農林土木工事共通仕様書第1編第

１章1-1-9に規定する現場技術員をいう。  



 

別表１（監督の体制） 

土木工事、農林土木工事における監督体制は、原則として次のように定める。 

 

工事発注機関 

監 督 員 

総括監督員 主任監督員 担当監督員 

 

土木事務所 

農林事務所 

特設事務所 

 

技監 

技監兼支所長・課長 

技術課長 

班長級相当職 

 

班長級相当職 

副班長級相当職 

副班長級相当職 

主任 

技師 

注１ 総括監督員は、主任監督員を兼ねることができる。 

注２ 主任監督員は、担当監督員を兼ねることができる。 

注３ 副班長級相当職とは、班長代理、副班長若しくは主査をいう。 

 

 

  



 

別表２（監督の体制） 

建築・設備工事における監督体制は、原則として次のように定める。 

 

工事発注機関 
監 督 員 

総括監督員 主任監督員 担当監督員 

 

 

土 木 事 務 所 

 

 

技監 

技術課長 

班長級相当職 

班長級相当職 

副班長級相当職 

副班長級相当職 

主任 

技師 

 

 

 

本 庁 各 課  

 

 

 

課長 

技監 

班長級相当職 

班長級相当職 

副班長級相当職 

副班長級相当職 

主任 

技師 

注１ 総括監督員は、主任監督員を兼ねることができる。 

注２ 主任監督員は、担当監督員を兼ねることができる。 

注３ 副班長級相当職とは、班長代理、副班長若しくは主査をいう。 

 

 

  



 
 

 

別紙様式１（第２１条関係）（用紙 日本工業規格Ａ４縦型） 

 

 

監 督 員 通 知 書  

 

 

   １ 建 設 工 事 名  

 

   ２ 契 約 年 月 日 

 

   ３ 監督員の職氏名 

 

区  分 職  名 氏  名 

総括監督員   

主任監督員   

担当監督員   

 

 

    上記のとおり監督員を定めたので、静岡県建設工事請負契約約款第９条第１項の規 

   定に基づき通知します。 

 

        年  月  日 

 

 

       住    所 

   受注者 商号又は名称                 様 

       氏    名（法人にあっては、代表者の氏名） 

 

                      

 

   発注者 職 名   氏   名 印 

 

  

（記載例１） 



 

 

 

様式第１号 

 

監 督 員 変 更 通 知 書  

 

 

   １ 建 設 工 事 名 

 

   ２ 契 約 年 月 日  

 

   ３ 監督員の職氏名 

 

区  分 
変  更  前 変  更  後 

職  名 氏  名 職  名 氏  名 

総括監督員     

主任監督員     

担当監督員     

 

    

上記のとおり監督員を変更したので、静岡県建設工事請負契約約款第９条第１項

の規定に基づき通知します。 

 

        年  月  日 

 

 

       住    所 

   受注者 商号又は名称                 様 

       氏    名（法人にあっては、代表者の氏名） 

 

                      

 

   発注者 職 名   氏   名 印 

 

 

（記載例２） 



項 目 業 務 内 容
静岡県工事執

行規則
関連条項

静岡県工事請
負契約約款
関連条項等

土木工事共通
仕様書

関連条項等

１　契約の履行の
確保

（１）契約図書の
内容把握

建設工事請負契約書、契約約款、仕様書、設計書、図面、現場
説明書、質問回答書等を把握し、受注者に対して設計意図を正し
く伝える。

（２）施工体制の
把握

①下記の施工体系の確認及び指導を実施する。
・配置技術者の専任制の確認
・施工体制台帳、施工体系図に基づく施工体制の確認

②下記の現場標識の確認を実施する。
・工事カルテの登録の確認（500万円以上の工事）
・工事施工中の建設業許可を示す標識の掲示の確認
・労災保険関係成立票の掲示の確認
・建退協制度の適用を受ける事業主に係る工事現場であることを
示す標識の掲示の確認

契 第10条

「公共工事の
入札及び契約
の適正化の促
進に関する法
律第15条」及
び「適正化指
針」５（３）

平成27年１月
６日付け「施工
体制台帳の作
成等について
の改正につい
て」

施工体制台帳
活用マニュア
ル

共仕1-1-5
共仕1-1-10

「施工体制の
確保に関する
推進協議会運
用方針」に係
る交通基盤部
の取扱い

（３）施工計画書
の受理

契約図書に基づいて受注者から提出された施工計画書の内容を
把握する。

共仕1-1-4

（４）契約図書に
基づく指示、承諾
の内容把握

契約図書に明示した指示、承諾、協議、受理等（詳細図等の作成
を含む）を適切に行う。

執規　第21条 契 第９条 共仕1-1-6

（５）条件変更に
係る調査、指示、
確認等

① 工事執行規則第28条第１項の第１号から第５号までの事実を
発見したとき、又は受注者から事実の確認を求められたときは、
直ちに調査を行い、その内容を確認し検討する。

執規　第28条 契 第18条 共仕1-1-15

② 前項の調査結果に基づいて、受注者に指示又は通知する。 執規　第28条
執規　第29条

契 第18条
設計変更事務
処理要領・同
運用基準

共仕1-1-15

（６）受注者への
指示

設計図書に基づく指示、承諾、協議等については、「指示、承諾、
協議書（様式１）」により行うものとする。

執規　第10条
執規　第21条

契 第１条
契 第９条

共仕1-1-15

別記「監督業務の内容　土木工事編」



項 目 業 務 内 容
静岡県工事執

行規則
関連条項

静岡県工事請
負契約約款
関連条項等

土木工事共通
仕様書

関連条項等

別記「監督業務の内容　土木工事編」

２　品質・出来形
の確保、施工状
況の確認等

（１）事前調査等 工事の着手に先立ち、工程・使用材料・施工方法・配置技術者の
妥当性、作業時間・方法の確認、近隣への安全対策、官公庁等
への届出状況の把握等の確認を行う。

（２）工事材料の
検査等

契約図書において、監督員の検査を受けて使用すべきものと指
定された工事材料、又は監督職員の立会いの上、調合し、又は
調合について見本検査を受けるものと指定された材料の検査又
は立会いを行う。また、材料検査については別紙「土木工事、農
林土木工事における工事材料の検査について」により行う。

執規　第24～
25条

契 第13～14
条

（３）工事施工の
立会い・段階確認

契約図書又は監督員の指示により、監督員の立会又は段階確
認の上、施工するものと指定された工事において行う。

執規　第25条 契 第14条 共仕土木編
1-1-6

（４）改造の指示
及び破壊検査

① 工事の施工が設計図書に適合しない事実を確認した場合で、
必要があると認められるときは、改造の指示を行う。

執規　第21条
執規　第27条

契 第９条
契 第17条

② 工事執行規則第24条第２項若しくは第２５条第１項から第３項
までの規定に違反した場合、又は工事の施工が設計図書に適合
しないと認められる相当の理由がある場合において、必要がある
と認められる場合には、工事の施工部分を破壊して検査する。

執規　第27条 契 第17条

（５）支給材料及
び貸与品の検査、
引渡し

契約図書に定められた支給材料及び貸与品については、その品
名、数量、品質、規格又は性能を立会いの上、設計図書に基づき
検査を行う。

執規　第26条 契 第15条 共仕 1-1-16

３　工程に関する
監督

（１）関連工事との
調整

関連する２以上の工事が施工上密接に関連する場合、必要に応
じて契約担当者の行う工事の調整に協力する。

執規　第９条 契 第２条 共仕 1-1-11

（２）工程の把握
及び工事促進の
指示

受注者からの履行報告に基づき、工程を把握し必要に応じて工
事促進の指示を行う。

執規　第22条
の２

契 第11条 共仕 1-1-24

（３）工期変更の
事前協議及びそ
の結果の通知

契約書第15条第７項、第17条第１項、第18条第５項、第19条、第
20条第３項、第21条、第22条第１項及び第43条第２項の規定に
基づく工期変更について、事前協議及びその結果の通知を行う。

契 第15条
契 第17条
契 第18条
契 第19条
契 第20条
契 第21条
契 第22条
契 第43条

共仕1-1-15



項 目 業 務 内 容
静岡県工事執

行規則
関連条項

静岡県工事請
負契約約款
関連条項等

土木工事共通
仕様書

関連条項等

別記「監督業務の内容　土木工事編」

４　契約担当者へ
の報告

（１）工事の中止
及び工期の検討
及び報告

① 工事の全部若しくは一部の施工を一時中止する必要があると
認められたときは、中止期間を検討し、契約担当者へ報告する。

執規　第29条
の２

契 第20条 共仕 1-1-13

② 受注者から工期延長の申し出があった場合は、その理由を検
討し、契約担当者へ報告する。

執規　第30条 契 第21条 共仕 1-1-15

（２）一般的損害
の調査及び報告

一般的損害について、受注者から通知を受けた場合は、その原
因、損害の情況等を調査し、発注者の責に帰する理由及び損害
額の請求内容を審査し、契約担当者に報告する。

執規　第34条 契 第27条

（３）天災、その他
の不可抗力によ
る工事出来形部
分等の損害の調
査及び報告

① 天災、その他の不可抗力による損害について、受注者から通
知を受けた場合は、その原因、損害の情況等を調査し、確認結
果を契約担当者へ報告する。

執規　第36条 契 第29条

昭和60年１月
６日付け「天災
その他の不可
抗力により工
事出来形部分
等に損害を生
じた場合にお
ける事務の取
扱いについて」

共仕 1-1-38

② 損害額の負担請求内容を審査し、契約担当者へ報告する。 執規　第36条 契 第29条

（４）第三者に及
ぼした損害の調
査及び報告

工事の施工に伴い、第三者に損害を及ぼしたときは、その原因、
損害の情況等を調査し、発注者が損害を賠償しなければならな
いと認められる場合は、契約担当者へ報告する。

執規　第35条 契 第28条 共仕 1-1-29

（５）部分使用の
確認及び報告

部分使用を行う場合の品質及び出来形の確認を行い、受注者と
協議し契約担当者へ報告する。

執規　第41条 契 第33条

（６）中間前金払
請求時の出来高
確認及び報告

中間前金払の請求があった場合は、工期、出来高等を確認し、
契約担当者へ報告する。

執規　第42条 契 第34条 共仕 1-1-21

（７）部分払（出来
形確認請求） 時
の出来形の 審査
及び報告

出来形確認請求があった場合は、内容を審査の上、出来形歩合
調書を作成し、契約担当者へ報告する。

執規　第45条 契 第37条

平成21年3月
31日付け「建
設工事請負代
金の部分払の
取扱いについ
て」

昭和45年９月
21日付け「出
来形歩合調書
について」

共仕 1-1-21

（８）工事関係者
に関する措置請
求

現場代理人が、その職務の執行につき著しく不適当と認められる
場合は、契約担当者へその措置請求を行う。

執規　第23条 契 第12条 共仕 1-1-25

（９）契約解除に
関する 必要書類
の作成及び措置
請求又は報告

① 工事執行規則第52条第１項及び第53条第１項に基づき契約
を解除する必要があると認められる場合は、契約担当者に対して
措置要求を行う。

執規　第52条
執規　第53条

契 第43条
契 第43条の２
契 第44条
契 第47条



項 目 業 務 内 容
静岡県工事執

行規則
関連条項

静岡県工事請
負契約約款
関連条項等

土木工事共通
仕様書

関連条項等

別記「監督業務の内容　土木工事編」

② 受注者から契約の解除の通知を受けたときは、契約解除要件
を確認し、契約担当者へ報告する。

執規　第54条 契 第45条

③ 契約が解除された場合は、出来形部分に関する調書を作成
し、契約担当者に報告する。

執規　第55条 契 第49条

５　その他

（１）現場発生品
の処理

工事現場における発生品は、品質、規格、数量等を確認し、その
処理方法を指示する。

共仕 1-1-17

（２）建設副産物
の適正処理状況
等の把握

建設副産物を搬出する工事にあっては、産業廃棄物管理票（マ
ニュフェスト）等により、適正に処理されているか把握する。
また、建設資材を搬入又は建設副産物を搬出する工事にあって
は、受注者が作成する再生資源利用計画書及び再生資源利用
促進計画書により、リサイクルの実施状況を把握する。

共仕1-1-18

（３）地元対応 地元住民等からの工事に関する苦情、要望等に対し、必要な措
置を行う。

（４）関係機関との
協議・調整

工事に関して、関係機関との協議・調整等における必要な措置を
行う。

（５）臨機の措置 災害防止、その他工事の施工上、特に必要と認めるときは、受注
者に対して臨機の措置を求める。

執規　第33条 契 第26条 共仕 1-1-41

（６）事故等に対す
る措置

事故等が発生したときは、速やかに状況を調査し、所属長又は主
務課長等に報告する。

工事事故対応
マニュアル（交
通基盤部）

（７）「施工プロセ
ス」チェックリスト
の整備

監督員は、「施工プロセス」チェックリストに、監督の実施状況を記
録し整備する。

静岡県建設工
事成績評定要
領運用通知

土木工事成績
評定要領

（８）検査申請 担当監督員は、次のいずれかに該当するときは、工事検査申請
手続きを行う。
（1）完成届出書を受理したとき
（2）出来形確認請求書を受理したとき
（3）契約の解除の通知をし、又は解除の通知を受けたとき
（4）中間検査申請書を受理したとき

執規　第39条 契 第31条
静岡県建設工
事検査要領

（９）工事成績の
評定

監督員は、工事が完成したときは、静岡県建設工事成績評定要
領に基づき工事成績の評定を行う。

静岡県建設工
事成績評定要
領及び同運用
通知

（１０）工事完成検
査等の立会い

工事の完成、出来形、中間の各検査時は、原則として監督員等
（総括監督員、主任監督員、担当監督員等）が立会う。

静岡県建設工
事検査要領

参考資料 別添「執行規則に基づく監督業務の内容」

（注） 「執規」
は静岡県工事
執行規則をい
う。

（注）「契」は静
岡県建設工事
請負契約約款
をいう。

（注）「共仕」は
土木工事共通
仕様書をいう。



項 目 業 務 内 容
静岡県工事執

行規則
関連条項

静岡県工事請
負契約約款
関連条項等

農林土木工事
共通仕様書
関連条項等

１　契約の履行の
確保

（１）契約図書の
内容把握

建設工事請負契約書、契約約款、仕様書、設計書、図面、現場
説明書、質問回答書等を把握し、受注者に対して設計意図を正し
く伝える。

（２）施工体制の
把握

契約の履行上必要な以下の項目について把握する。
　①配置技術者の専任及び技術者の適正な配置
　②工程表
　③労働災害、退職金等の保険の加入状況
　④その他契約の履行上必要な事項
受注者から提出された施工体制台帳の審査を行う。

契　第10条 共仕第1編
1-1-5
共仕第1編
1-1-48
共仕第1編
1-1-3
共仕第1編
1-1-13

「施工体制の
確保に関する
推進協議会運
用方針」に係
る交通基盤部
の取扱い

（３）施工計画書
の受理

契約図書に基づいて受注者から提出された施工計画書の内容を
把握する。

共仕第1編
1-1-6

（４）契約図書に
基づく指示、承諾
の内容把握

契約図書に明示した指示、承諾、協議、受理等（詳細図等の作成
を含む）を適切に行う。

執規　第21条 契 第９条 共仕第1編
1-1-8

（５）条件変更に
係る調査、指示、
確認等

① 工事執行規則第28条第１項の第１号から第５号までの事実を
発見したとき、又は受注者から事実の確認を求められたときは、
直ちに調査を行い、その内容を確認し検討する。

執規　第28条 契 第18条 共仕第1編
1-1-3

② 前項の調査結果に基づいて、受注者に指示又は通知する。 執規　第28条
執規　第29条

契 第18条
設計変更事務
処理要領・同
運用基準

（６）受注者への
指示

設計図書に基づく指示、承諾、協議等については、「指示、承諾、
協議書（様式１）」により行うものとする。

執規　第10条
執規　第21条

契 第１条
契 第９条

(７) 変更設計図面
及び数量等の作
成

一般的な変更設計図面及び数量について、受注者からの確認資
料等に基づき作成する。

共仕第1編
1-1-17

別記「監督業務の内容　農林土木工事編」



項 目 業 務 内 容
静岡県工事執

行規則
関連条項

静岡県工事請
負契約約款
関連条項等

農林土木工事
共通仕様書
関連条項等

別記「監督業務の内容　農林土木工事編」

２　品質・出来形
の確保、施工状
況の確認等

（１）事前調査等 下記の事前調査を必要に応じて行う。
①工事基準点の指示
②既設構造物・障害物の把握
③支給（貸与）品の確認
④受注者が行う官公庁等への届出の把握
⑤工事区域用地の把握
⑥事業損失物件の確認
⑦その他必要な事項

共仕第1編
1-1-44
共仕第1編
1-1-19
共仕第1編
1-1-42
共仕第1編
1-1-10

（２）工事材料の
検査等

契約図書において、監督員の検査を受けて使用すべきものと指
定された工事材料、又は監督職員の立会いの上、調合し、又は
調合について見本検査を受けるものと指定された材料の検査又
は立会いを行う。また、材料検査については別紙「土木工事、農
林土木工事における工事材料の検査について」により行う。

執規　第24～
25条

契 第13～14
条

共仕第２編
第1章第2節

（３）工事施工の
立会い・段階確認

契約図書又は監督員の指示により、監督員の立会い又は段階
確認の上、施工するものと指定された工事において行う。

執規　第25条 契 第14条 共仕第1編
1-1-22

（４）改造の指示
及び破壊検査

① 工事の施工が設計図書に適合しない事実を確認した場合で、
必要があると認められるときは、改造の指示を行う。

執規　第21条
執規　第27条

契 第９条
契 第17条

② 工事執行規則第24条第２項若しくは第２５条第１項から第３項
までの規定に違反した場合、又は工事の施工が設計図書に適合
しないと認められる相当の理由がある場合において、必要がある
と認められる場合には、工事の施工部分を破壊して検査する。

執規　第27条 契 第17条

（５）支給材料及
び貸与品の検査、
引渡し

契約図書に定められた支給材料及び貸与品については、その品
名、数量、品質、規格又は性能を立会いの上、設計図書に基づ
き検査を行う。

執規　第26条 契 第15条 共仕第1編
1-1-19

３　工程に関する
監督

（１）関連工事との
調整

関連する２以上の工事が施工上密接に関連する場合、必要に応
じて契約担当者の行う工事の調整に協力する。

執規　第９条 契 第２条

（２）工程の把握
及び工事促進の
指示

受注者からの履行報告に基づき、工程を把握し必要に応じて工
事促進の指示を行う。

執規　第22条
の２

契 第11条 共仕第1編
1-1-31

（３）工期変更の
事前協議及びそ
の結果の通知

契約書第15条第７項、第17条第１項、第18条第５項、第19条、第
20条第３項、第21条、第22条第１項及び第43条第２項の規定に
基づく工期変更について、事前協議及びその結果の通知を行う。

契 第15条
契 第17条
契 第18条
契 第19条
契 第20条
契 第21条
契 第22条
契 第43条

共仕第1編
1-1-18



項 目 業 務 内 容
静岡県工事執

行規則
関連条項

静岡県工事請
負契約約款
関連条項等

農林土木工事
共通仕様書
関連条項等

別記「監督業務の内容　農林土木工事編」

４　契約担当者へ
の報告

（１）工事の中止
及び工期の検討
及び報告

① 工事の全部若しくは一部の施工を一時中止する必要があると
認められたときは、中止期間を検討し、契約担当者へ報告する。

執規　第29条
の２

契 第20条 共仕第1編
1-1-16

② 受注者から工期延長の申し出があった場合は、その理由を検
討し、契約担当者へ報告する。

執規　第30条 契 第21条

（２）一般的損害
の調査及び報告

一般的損害について、受注者から通知を受けた場合は、その原
因、損害の情況等を調査し、発注者の責に帰する理由及び損害
額の請求内容を審査し、契約担当者に報告する。

執規　第34条 契 第27条

（３）天災、その他
の不可抗力によ
る工事出来形部
分等の損害の調
査及び報告

① 天災、その他の不可抗力による損害について、受注者から通
知を受けた場合は、その原因、損害の情況等を調査し、確認結
果を契約担当者へ報告する。

執規　第36条 契 第29条

昭和60年１月
６日付け「天災
その他の不可
抗力により工
事出来形部分
等に損害を生
じた場合にお
ける事務の取
扱いについて」

共仕第1編
1-1-46

② 損害額の負担請求内容を審査し、契約担当者へ報告する。 執規　第36条 契 第29条

（４）第三者に及
ぼした損害の調
査及び報告

工事の施工に伴い、第三者に損害を及ぼしたときは、その原因、
損害の情況等を調査し、発注者が損害を賠償しなければならな
いと認められる場合は、契約担当者へ報告する。

執規　第35条 契 第28条

（５）部分使用の
確認及び報告

部分使用を行う場合の品質及び出来形の確認を行い、受注者と
協議し、契約担当者へ報告する。

執規　第41条 契 第33条 共仕第1編
1-1-29

（６）中間前金払
請求時の出来高
確認及び報告

中間前金払の請求があった場合は、工期、出来高等を確認し、
契約担当者へ報告する。

執規　第42条 契 第34条

（７）部分払（出来
形確認請求） 時
の出来形の 審査
及び報告

出来形確認請求があった場合は、内容を審査の上、出来形歩合
調書を作成し、契約担当者へ報告する。

執規　第45条 契 第37条

平成21年3月
31日付け「建
設工事請負代
金の部分払の
取扱いについ
て」

昭和45年９月
21日付け「出
来形歩合調書
について」

（８）工事関係者
に関する措置請
求

現場代理人が、その職務の執行につき著しく不適当と認められる
場合は、契約担当者へその措置請求を行う。

執規　第23条 契 第12条

（９）契約解除に
関する 必要書類
の作成及び措置
請求又は報告

① 工事執行規則第52条第１項及び第53条第１項に基づき契約
を解除する必要があると認められる場合は、契約担当者に対し
て措置要求を行う。

執規　第52条
執規　第53条

契 第43条
契 第43条の２
契 第44条
契 第47条



項 目 業 務 内 容
静岡県工事執

行規則
関連条項

静岡県工事請
負契約約款
関連条項等

農林土木工事
共通仕様書
関連条項等

別記「監督業務の内容　農林土木工事編」

② 受注者から契約の解除の通知を受けたときは、契約解除要件
を確認し、契約担当者へ報告する。

執規　第54条 契 第45条

③ 契約が解除された場合は、出来形部分に関する調書を作成
し、契約担当者に報告する。

執規　第55条 契 第49条

５　その他

（１）現場発生品
の処理

工事現場における発生品は、品質、規格、数量等を確認し、その
処理方法を指示する。

（２）建設副産物
の適正処理状況
等の把握

建設副産物を搬出する工事にあっては、産業廃棄物管理票（マ
ニュフェスト）等により、適正に処理されているか把握する。
また、建設資材を搬入又は建設副産物を搬出する工事にあって
は、受注者が作成する再生資源利用計画書及び再生資源利用
促進計画書により、リサイクルの実施状況を把握する。

共仕第1編
1-1-21

（３）地元対応 地元住民等からの工事に関する苦情、要望等に対し、必要な措
置を行う。

共仕第1編
1-1-42

（４）関係機関との
協議・調整

工事に関して、関係機関との協議・調整等における必要な措置を
行う。

共仕第1編
1-1-42

（５）臨機の措置 災害防止、その他工事の施工上、特に必要と認めるときは、受注
者に対して臨機の措置を求める。

執規　第33条 契 第26条

（６）事故等に対す
る措置

事故等が発生したときは、速やかに状況を調査し、所属長又は
主務課長等に報告する。

工事事故対応
マニュアル（交
通基盤部）

（７）「施工プロセ
ス」チェックリスト
の整備

監督員は、「施工プロセス」チェックリストに、監督の実施状況を
記録し整備する。

静岡県建設工
事成績評定要
領運用通知

土木工事成績
評定要領

（８）検査申請 担当監督員は、次のいずれかに該当するときは、工事検査申請
手続きを行う。
（1）完成届出書を受理したとき
（2）出来形確認請求書を受理したとき
（3）契約の解除の通知をし、又は解除の通知を受けたとき
（4）中間検査申請書を受理したとき

執規　第39条 契 第31条
静岡県建設工
事検査要領

（９）工事成績の
評定

監督員は、工事が完成したときは、静岡県建設工事成績評定要
領に基づき工事成績の評定を行う。

静岡県建設工
事成績評定要
領及び同運用
通知

（１０）工事完成検
査等の立会い

工事の完成、出来形、中間の各検査時は、原則として監督員等
（総括監督員、主任監督員、担当監督員等）が立会う。

静岡県建設工
事検査要領

参考資料 別添「執行規則に基づく監督業務の内容」

（注） 「執規」
は静岡県工事
執行規則をい
う。

（注）「契」は静
岡県建設工事
請負契約約款
をいう。

（注）「共仕」は
農林土木工事
共通仕様書を
いう。



項 目 業 務 内 容
静岡県工事執

行規則
関連条項

静岡県工事請
負契約約款
関連条項等

建築工事標準
仕様書

関連条項等

１　契約の履行の
確保

（１）契約図書の
内容把握

建設工事請負契約書、契約約款、仕様書、設計書、図面、現場
説明書、質問回答書等を把握し、受注者に対して設計意図を正し
く伝える。

（２）施工体制の
把握

①下記の施工体系の確認及び指導を実施する。
・配置技術者の専任制の確認
・施工体制台帳、施工体系図に基づく施工体制の確認

②下記の現場標識の確認を実施する。
・工事カルテの登録の確認（500万円以上の工事）
・工事施工中の建設業許可を示す標識の掲示の確認
・労災保険関係成立票の掲示の確認
・建退協制度の適用を受ける事業主に係る工事現場であることを
示す標識の掲示の確認

契 第10条

「公共工事の
入札及び契約
の適正化の促
進に関する法
律第15条」及
び「適正化指
針」５（３）

平成27年１月
６日付け「施工
体制台帳の作
成等について
の改正につい
て」

施工体制台帳
活用マニュア
ル

標仕1.1.4

「施工体制の
確保に関する
推進協議会運
用方針」に係
る交通基盤部
の取扱い

（３）施工計画書
の受理

契約図書に基づいて受注者から提出された施工計画書の内容を
把握する。

標仕1.2.2

（４）契約図書に
基づく指示、承諾
の内容把握

契約図書に明示した指示、承諾、協議、受理等（詳細図等の作成
を含む）を適切に行う。

執規　第21条 契 第９条 標仕1.1.2、6、
8
標仕1.2.1～3
標仕1.3.3、5～
6、8
標仕1.4.2～5
標仕1.5.1、4～
5、7～8
標仕1.6.1
標仕1.7.2～3

（５）条件変更に
係る調査、指示、
確認等

① 工事執行規則第28条第１項の第１号から第５号までの事実を
発見したとき、又は受注者から事実の確認を求められたときは、
直ちに調査を行い、その内容を確認し検討する。

執規　第28条 契 第18条

② 前項の調査結果に基づいて、受注者に指示又は通知する。 執規　第28条
執規　第29条

契 第18条
設計変更事務
処理要領・同
運用基準

（６）受注者への
指示

設計図書に基づく指示、承諾、協議等については、「指示、承諾、
協議書（様式１）」により行うものとする。

執規　第10条
執規　第21条

契 第１条
契 第９条

別記「監督業務の内容　建築・設備工事編」



項 目 業 務 内 容
静岡県工事執

行規則
関連条項

静岡県工事請
負契約約款
関連条項等

建築工事標準
仕様書

関連条項等

別記「監督業務の内容　建築・設備工事編」

２　品質・出来形
の確保、施工状
況の確認等

（１）事前調査等 工事の着手に先立ち、工程・使用材料・施工方法・配置技術者の
妥当性、作業時間・方法の確認、近隣への安全対策、官公庁等
への届出状況の把握等の確認を行う。

標仕1.1.3
標仕1.2.2
標仕1.2.3

（２）工事材料の
検査等

契約図書において、監督員の検査を受けて使用すべきものと指
定された工事材料、又は監督員の立会いの上、調合し、又は調
合について見本検査を受けるものと指定された材料の検査又は
立会いを行う。

執規　第24～
25条

契 第13～14
条

標仕1.3.6
標仕1.4.2
標仕1.4.4
標仕1.4.5

（３）工事施工の
立会い

契約図書又は監督員の指示により、監督員の立会いの上、施工
するものと指定された工事において立会いを行う。

執規　第25条 契 第14条 標仕1.4.4
標仕1.4.5
標仕1.5.7

設計図書に定められた場合、一工程の施工完了の報告を受けた
場合、その他指示した工程に達した場合は施工の検査を行う。

標仕1.5.5

（４）改造の指示
及び破壊検査

① 工事の施工が設計図書に適合しない事実を確認した場合で、
必要があると認められるときは、改造の指示を行う。

執規　第21条
執規　第27条

契 第９条
契 第17条

② 工事執行規則第24条第２項若しくは第２５条第１項から第３項
までの規定に違反した場合、又は工事の施工が設計図書に適合
しないと認められる相当の理由がある場合において、必要がある
と認められる場合には、工事の施工部分を破壊して検査する。

執規　第27条 契 第17条

（５）支給材料及
び貸与品の検査、
引渡し

契約図書に定められた支給材料及び貸与品については、その品
名、数量、品質、規格又は性能を立会いの上、設計図書に基づ
き検査を行う。

執規　第26条 契 第15条

３　工程に関する
監督

（１）関連工事との
調整

関連する２以上の工事が施工上密接に関連する場合、必要に応
じて契約担当者の行う工事の調整に協力する。

執規　第９条 契 第２条 標仕1.1.7

（２）工程の把握
及び工事促進の
指示

受注者からの履行報告に基づき、工程を把握し必要に応じて工
事促進の指示を行う。

執規　第22条
の２

契 第11条 標仕1.2.1

（３）工期の変更
に係る資料整理

契約書の規定に基づく工期変更の協議に当たり、受注者から提
出された変更工程表、変更日数根拠等の資料を整理し、内容の
妥当性を確認する。

執規第30条 契 第21条
契 第23条

標仕1.1.10



項 目 業 務 内 容
静岡県工事執

行規則
関連条項

静岡県工事請
負契約約款
関連条項等

建築工事標準
仕様書

関連条項等

別記「監督業務の内容　建築・設備工事編」

４　契約担当者へ
の報告

（１）工事の中止
及び工期の検討
及び報告

① 工事の全部若しくは一部の施工を一時中止する必要があると
認められたときは、中止期間を検討し、契約担当者へ報告する。

執規　第29条
の２

契 第20条 標仕1.1.9

② 受注者から工期延長の申し出があった場合は、その理由を検
討し、契約担当者へ報告する。

執規　第30条 契 第21条 標仕1.1.10

（２）一般的損害
の調査及び報告

一般的損害について、受注者から通知を受けた場合は、その原
因、損害の情況等を調査し、発注者の責に帰する理由及び損害
額の請求内容を審査し、契約担当者に報告する。

執規　第34条 契 第27条

（３）天災、その他
の不可抗力によ
る工事出来形部
分等の損害の調
査及び報告

① 天災、その他の不可抗力による損害について、受注者から通
知を受けた場合は、その原因、損害の情況等を調査し、確認結
果を契約担当者へ報告する。

執規　第36条 契 第29条

昭和60年１月
６日付け「天災
その他の不可
抗力により工
事出来形部分
等に損害を生
じた場合にお
ける事務の取
扱いについて」

標仕1.3.10

② 損害額の負担請求内容を審査し、契約担当者へ報告する。 執規　第36条 契 第29条

（４）第三者に及
ぼした損害の調
査及び報告

工事の施工に伴い、第三者に損害を及ぼしたときは、その原因、
損害の情況等を調査し、発注者が損害を賠償しなければならな
いと認められる場合は、契約担当者へ報告する。

執規　第35条 契 第28条 標仕1.3.10

（５）部分使用の
確認及び報告

部分使用を行う工事目的物の確認を行い、受注者と協議し、契
約担当者へ報告する。

執規　第41条 契 第33条

（６）中間前金払
請求時の出来高
確認及び報告

中間前金払の請求があった場合は、工期、出来高等を確認し、
契約担当者へ報告する。

執規　第42条 契 第34条

（７）部分払（出来
形確認請求） 時
の出来形の 審査
及び報告

出来形確認請求があった場合は、内容を審査の上、出来形歩合
調書を作成し、契約担当者へ報告する。

執規　第45条 契 第37条

平成21年3月
31日付け「建
設工事請負代
金の部分払の
取扱いについ
て」

昭和45年９月
21日付け「出
来形歩合調書
について」

標仕1.6.1

（８）工事関係者
に関する措置請
求

現場代理人が、その職務の執行につき著しく不適当と認められる
場合は、契約担当者へその措置請求を行う。

執規　第23条 契 第12条

（９）契約解除に
関する 必要書類
の作成及び措置
請求又は報告

① 工事執行規則第52条第１項及び第53条第１項に基づき契約
を解除する必要があると認められる場合は、契約担当者に対し
て措置要求を行う。

執規　第52条
執規　第53条

契 第43条
契 第43条の２
契 第44条
契 第47条



項 目 業 務 内 容
静岡県工事執

行規則
関連条項

静岡県工事請
負契約約款
関連条項等

建築工事標準
仕様書

関連条項等

別記「監督業務の内容　建築・設備工事編」

② 受注者から契約の解除の通知を受けたときは、契約解除要件
を確認し、契約担当者へ報告する。

執規　第54条 契 第45条

③ 契約が解除された場合は、出来形部分に関する調書を作成
し、契約担当者に報告する。

執規　第55条 契 第49条

５　その他

（１）現場発生品
の処理

工事現場における発生品は、品質、規格、数量等を確認し、その
処理方法を指示する。

標仕1.3.8

（２）建設副産物
の適正処理状況
等の把握

建設副産物を搬出する工事にあっては、産業廃棄物管理票（マ
ニュフェスト）等により、適正に処理されているか把握する。
また、建設資材を搬入又は建設副産物を搬出する工事にあって
は、受注者が作成する再生資源利用計画書及び再生資源利用
促進計画書により、リサイクルの実施状況を把握する。

標仕1.3.8

（３）地元対応 地元住民等からの工事に関する苦情、要望等に対し、必要な措
置を行う。

（４）関係機関との
協議・調整

工事に関して、関係機関との協議・調整等における必要な措置を
行う。

（５）臨機の措置 災害防止、その他工事の施工上、特に必要と認めるときは、受注
者に対して臨機の措置を求める。

執規　第33条 契 第26条 標仕1.3.10

（６）事故等に対す
る措置

事故等が発生したときは、速やかに状況を調査し、所属長又は
主務課長等に報告する。

営繕工事事故
等対応マニュ
アル（経済産
業部営繕企画
課）
工事事故対応
マニュアル（く
らし・環境部建
築住宅局）

（７）「施工プロセ
ス」チェックリスト
の整備

監督員は、「施工プロセス」チェックリストに、監督の実施状況を
記録し整備する。

静岡県建設工
事成績評定要
領運用通知

建築・設備工
事成績評定要
領

（８）検査申請 担当監督員は、次のいずれかに該当するときは、工事検査申請
手続きを行う。
（1）完成届出書を受理したとき
（2）出来形確認請求書を受理したとき
（3）契約の解除の通知をし、又は解除の通知を受けたとき
（4）中間検査申請書を受理したとき

執規　第39条 契 第31条
静岡県建設工
事検査要領

（９）工事成績の
評定

監督員は、工事が完成したときは、静岡県建設工事成績評定要
領に基づき工事成績の評定を行う。

静岡県建設工
事成績評定要
領及び同運用
通知

（１０）工事完成検
査等の立会い

工事の完成、出来形、中間の各検査時は、原則として監督員等
（総括監督員、主任監督員、担当監督員等）が立会う。

静岡県建設工
事検査要領

参考資料 別添「執行規則に基づく監督業務の内容」

（注） 「執規」
は静岡県工事
執行規則をい
う。

（注）「契」は静
岡県建設工事
請負契約約款
をいう。

（注）「標仕」は
公共建築工事
標準仕様書を
いう。

公共建築工事標準仕様書以外の仕様書を適用する工事については、適用される仕様書の規定を遵守する。



（様式１）

建設工事執行規則　　　　　（第21条関係）

注１ 不要な文字は＝で消すこと。
　２ 起案用、監督用、受注者用の３部とする。
　３ 起案用は上欄に決裁欄を設ける。

請負代金額 円 

印 

建設工事箇所

上記について承諾する。受理する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年　　 月　　 日

受　注　者

　　　　市　　　　町
　　　　郡

契約担当者

工事番号 指示・承諾・協議・提出・報告書

建 設 工 事 名

現場代理人

下記のように指示、承諾、協議、提出、報告する。

　　　　　　願いたい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

 　　　　年度
　　　　　　　　　　　　　　　　　工事

 　　 　　年 　　月 　　日
 　　 　　年 　　月 　　日

監　督　員
印 

着手
完了

年月日

契約担当者

監　督　員

受　注　者

現場代理人



(別紙)　土木工事、農林土木工事における工事材料の検査等について　 (監督員が行う材料の検査)

書類検査

書類検査

①新技術、新工法で新たに開発された材料、製品。

②強度試験、性能試験を行う必要があるもの。

③現場搬入後では確認や補修、返品が困難であるもの。（特注で高価な防護柵及び照明灯等を含む。）

④低入札工事案件の材料。

⑤特殊な材料で契約担当者が重要と認めるもの。

⑥当該工事に使用する同種一式の材料の積算額(諸経費及び税を除く。)が100万円以上のもの。

(要旨)

(その他)

中間検査を行う場合の
実施対象・実施時期等
については監督員と検
査員とで調整すること。

・検査員による中間検査(材料の検査、原寸検査)は原則省略する。
・検査員による中間検査(仮組立検査)は、次の3条件の全てを満たす鋼橋の場合は行わない。(担当監督員の立会い確
認を実施する。)
  　①鈑桁橋(I型断面)又は箱桁橋
    ②直線橋
    ③斜角が75°以上の鈑桁橋、90°の箱桁橋
　ただし桁高が変化する場合、箱桁で溶接継手を採用す場合、ベント架設以外の仮設方法を採用する場合、その他「標
準的」と解釈できない理由がある場合を除く。
・上記にかかわらず、低入札工事の場合には、検査員による中間検査(材料の検査、原寸検査、仮組立検査、支承製品・
落橋防止装置等の材料の検査(工場検査))の全てを実施する。

(※3)　鋼橋上部工の検査取扱いについては、次の通知による。ただし、ここでいう「検査」とは、検査員による中間検査を示す。
　　　　　「鋼橋上部工の材料、原寸、仮組立検査の取扱いについて」(平成17年2月25日付け建技第373号、道整第150号)
　　　　　「低入札価格調査制度に係る鋼橋上部工工事の検査について」平成17年11月29日付け建技第263号、道整第119号)

(※1)　工場で材料検査を行うものは、次のいずれかに該当するものとする。

書類検査
(重要な材料、
製品は工場検
査)

書類検査
(必要な材料、
製品は工場検
査)

・当該工場の品質規格証明書(ミルシート)を審査する。
・必要なものは工場検査を行う。

(※2)　公益社団法人日本下水道協会(JSWA)、公益社団法人日本水道協会(JWWA)の品質認証制度に係る汎用的な製品等に
　　　ついては、JIS規格品と同じ扱いとする。

上記を除く材料
  

注
文
品

(

特
注
製
作
品

)

等

材料の種類 検査の内容、工場検査実施対象材料(※1)の例示等

・当該工場の品質規格証明書(ミルシート)を審査する。
・汎用的な２次製品を加工して製作する鋼矢板及びコ
ンクリート矢板等、既成杭、プレテン桁、プレキャストブ
ロック桁、プレビーム桁、プレキャスト床板、鋼製床板、
ボックスカルバート（内空幅2ｍ以上）、L型擁壁H2m以
上、組立歩道の梁並びに床板等、トンネル支保工関
係材料、環境施設関係材料(防音壁、遮音壁、河川緑
化関係材料等)については、工場検査を行う。

JIS規格品

市
場
流
通
品

○約款第9条第2項(3)に基づく、工事材料(製品を含む。以下同じ)の試験若しくは検査(確認を含む)は監督員が行う。

備　考

JIS規格品以
外
 (※2)

・JIS表示状態を示す資料を確認し、品質規格証明書
(ミルシート)を確認する。

汎用的な、鋼製2
次製品、コンクリー
ト2次製品、樹脂製
品(ジオテキスタイ
ル)等

検査分類区分

鉄・鋼製品 鋼製2
次製品、コンクリー
ト製品等

・歩道橋、側道橋及び水管橋については、上記鋼橋上部工の検査取扱いに準じて検査を行う。
　これらの橋については、仮組立検査の条件①を、「H型鋼橋、鈑桁橋(I型断面)及び箱桁橋」とする。

書類検査
(低入札価格調
査に係る工事
は工場検査)

・当該工場の品質規格証明書(ミルシート)を審査する。
・低入札価格調査に係る工事は、工場検査を行う。

・当該工場の品質規格証明書(ミルシート)を審査し、公
的試験所で試験を実施した試験結果資料を確認す
る。

鉄・鋼製品
(汎用的な鋼製2次
製品以外の製品)

中間検査を行う場合の
実施対象・実施時期等
については監督員と検
査員とで調整すること。

鋼橋上部工の材料の検
査、原寸検査、仮組立
検査は、下欄(※３)を参
照。

特殊材料・特注製作品等
(※3)

特殊鋼材、
特殊なコンクリート
製品

書類検査
(必要な材料、
製品は工場検
査)

・当該工場の品質規格証明書(ミルシート)を審査する。
・次の重要な材料及び製品については、工場検査を
行う。
　橋梁上下部工等、工場製作の桟道橋等、水門等、
陸閘等、鋼製ダム等、伸縮装置、支承
　アンカー材、落石防護施設等、法面補強材等、せん
断補強材、落橋防止製品、補強土壁材等のうち、強度
試験、機能試験（主部材の溶接のある材料を含む）を
行う必要がある材料及び製品
　電気、電力、通信、設備関係の制御盤、情報盤、ポ
ンプ、発動発電機等、環境施設関係製品等、その他
工場製作の道路、河川、砂防、急傾斜地、港湾、公
園、上下水等にかかる特殊材料及び製品



執行規則に基づく監督業務の内容

第９条　関連工事の調整（約款第２条）

第13条　権利義務の譲渡等（約款第５条）

　当該工事
が、契約担当
者が発注した
第三者の施工
する他の工事
と関連し工事
の進捗に支障
を及ぼすと認
められるとき
は、主任監督
員に報告しな
ければならな
い。

　請負契約により生ず
る義務はもとより、権
利についても受注者が
加入している事業協同
組合から制度的に建設
工事の施工に必要な資
金を借り入れるため、
請負代金請求権を当該
組合に譲渡する場合の
ほかは、原則として第
三者に対して譲渡する
ことを承諾しないこ
と。

　第１項（前段）契約
担当者は、受注者の施
工する建設工事及び契
約担当者の発注に係る
第三者の施工する他の
建設工事が施工上密接
に関連する場合におい
て、必要があるとき
は、その施工につき、
調整を行うものとす
る。

　主任監督員
から報告を受
けた場合にお
いて、工期及
び請負代金額
を変更し、又
は工事を打ち
切る等の必要
が生じる場合
には、契約担
当者に報告し
なければなら
ない。

　担当監督員
から報告を受
けたときは、
第三者の施工
する工事と両
方の工程、そ
の他必要な事
項を調整し、
総括監督員に
報告しなけれ
ばならない。

契　約　担　当　者

　第１項（後段）この
場合においては、受注
者は、契約担当者の調
整に従い、第三者の行
う建設工事の円滑な施
工に協力しなければな
らない。

　「必要があるとき」とは、受
注者又は発注者から工事を請け
負っている第三者のいずれかの
申し出があった場合のほか、発
注者が工事全体の円滑な施工の
ため必要と判断したときも含む
ものである。
　「調整」の内容は、工事の関
連する態様により多様であり、
その程度も一様でないが、単純
にいえば、受注者及び他の工事
を施工する第三者（この第三者
についても、この約款に基づい
て契約していることが当然予想
されるので、当該契約において
調整に従わなければならないこ
とになる。）の工事の実施工
程、施工方法等について、必要
な範囲内における調整をするこ
とである。また、一方の工事が
遅延したため、他方の工事にも
影響が生ずる場合には、他方の
工事の促進を図ることも含まれ
ると解する。
　受注者は、発注者の調整に従
い、第三者の施工する工事の円
滑な施工に協力しなければなら
ないが、この調整に従ったこと
を理由として請負代金額の変
更、又は必要とした費用を発注
者が負担することを要求するこ
とはできないと解する。

契　約　担　当　者

備　　　　考

監　　督　　員　　の　　業　　務
受　　注　　者

担当監督員
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者
総括監督員 主任監督員

　第１項　受注者は、
請負契約により生ずる
権利又は義務を第三者
に譲渡し、又は承継さ
せてはならない。　た
だし、あらかじめ、契
約担当者の承諾を得た
場合は、この限りでな
い。
　第２項　受注者は、
工事目的物、工事材料
（工事製品を含む。以
下同じ。）のうち第24
条第２項の検査に合格
したもの及び第45条第
３項の規定による部分
払のための確認を受け
たもの並びに工事仮設
物を第三者に譲渡し、
貸与し、又は抵当権そ
の他の担保の目的に供
してはならない。　た
だし、あらかじめ、契
約担当者の承諾を得た
場合は、この限りでな
い。
　第３項　受注者は、
請負代金の請求権の譲
渡について承諾を得よ

　発注者の書面による承諾のな
い限り禁止される受注者の処分
行為は、譲渡、貸与及び抵当権
等の担保の目的に供することで
ある。
　工事材料については、貸権譲
渡担保等の目的に供すること
が、その他の担保の目的に供す
ることに該当する。

備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員



第14条　一括委任又は一括下請負の禁止（約款第６条）

第15条　下請負人の通知（約款第７条）

（１） （１）

（２）
（２） （３）

（３）

下請負人が請け
負った工事に係る
建設業の種類並び
に当該建設業の許
可の年月日及び許
可番号

　第２項　前項の規定
によるほか、受注者は

　発注者が受注者に通知を求め
ることができる「その他必要な
事項」とは、例えば、下請負者
の住所、施工実績等の施工能
力、当該下請負人が担当する工
事内容、現場代理人の名称、主
任技術者の名称等であり、発注
者の必要に応じて決めることが
できる。
　なお、本規定とは直接関係な
いが、建設業法第24条の７に基
づく施工体制台帳の記載事項が
参考となろう。

　建設業法第22条第３項におい
て、受注者があらかじめ発注者
の書面による承諾を得た場合に
は、一括下請負の禁止が適用除
外されているが、「公共工事の
入札及び契約の適正化の促進に
関する法律」第14条において、
公共工事については適用除外さ
れていない。

　一括下請負とは見なされない
「受注者がその下請工事の施工
に実質的に関与しているもの」
とは、受注者が自ら総合的に企
画、調整及び指導（施工計画の
総合的な企画、工事全体の的確
な施工を確保するための工程管
理及び安全管理、工事目的物、
工事仮設物、工事使用材料等の
品質管理、下請負人間の施工調
整、下請負人に対する技術指
導、監督等）の全ての面におい
て主体的な役割を果たしている
ことをいい、単に現場に技術者
を置いているだけでは、実質的
に関与しているとはいえない。

※平成10年６月19
付け、管第149号
「中小建設業者の
受注機会の確保等
について（通
知）」により、当
分の間、下請負通
知書を全ての工事
から徴取。

受　　注　　者契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

 指示事項が下
請負人に徹底
しない等、監
督行為が円滑
に行われず工
事の全部又は
大部分を一括
して委任又は
下請負人に対
して疑いがあ
るときは、主
任監督員に報
告しなければ
ならない。

（執行規則の運用第６
下請負人に関する通知
の請求）
　次のいずれかに該当
するときは受注者に対
し、下請負人に関する
事項を通知させるこ
と。

　契約担当者
から報告を受
けたときは、
速やかに事実
関係を調査し
受注者として
の監督を徹底
するよう受注
者に指示する
ものとする。
　なお、指示
しても徹底し
ない場合には
総括監督員に
報告しなけれ
ばならない。

下請負人が工事の
施工又は管理につ
いて不適当である
と認められるとき
上記各号に掲げる
場合のほか、契約
担当者が特に必要
と認めるとき

一括下請負に付し
ている疑いがある
とき

　受注者に対
して下請負人
に関する通知
の請求をし契
約担当者に報
告しなければ
ならない。

受　　注　　者

　第１項　受注者は、
建設工事の全部若しく
はその主たる部分又は
他の部分から独立して
その機能を発揮する工
作物の工事を一括して
第三者に委任し、又は
請け負わせてはならな
い。

総括監督員 主任監督員 担当監督員
契　約　担　当　者

監　　督　　員　　の　　業　　務

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者
総括監督員 主任監督員

うとするときは、様式
第７号による建設工事
請負代金請求権譲渡承
諾（変更承諾）申請書
を契約担当者に提出し
なければならない。こ
れを変更しようとする
ときも同様とする。

備　　　　考

備　　　　考

備　　　　考
担当監督員

主任監督員 担当監督員総括監督員

下請負人の住所及
び商号

　第１項　受注者は、
請負代金額が5,000万円
を超える建設工事につ
いて下請契約を締結し
たときは、直ちに次に
掲げる事項を契約担当
者に通知しなければな
らない。

下請契約の内容



契約担当者が必要があ
ると認めた建設工事で
下請契約を締結したも
のについて前項各号に
掲げる事項の通知を請
求したときは、当該事
項を通知しなければな
らない。
　第３項　前２項によ
る通知は、様式第８号
による下請負人通知書
により行うものとす
る。

主任監督員 担当監督員

契　約　担　当　者

　第１項（後段）ただ
し、契約担当者が、そ
の工事材料及び施工方
法等を指定した場合に
おいて、設計図書に特
許権等の対象である旨
の明示がなく、かつ、
その存在を知らなかっ
たときは、契約担当者
は、受注者がその使用
に関して要した費用を
負担しなければならな
い。

　主任監督員
の報告が妥当
である場合に
は契約担当者
に報告しなけ
ればならな
い。

　担当監督員
から「その存
在を知らな
かった」との
報告を受けた
ときは、立証
方法を検討
し、受注者の
知悉を立証で
きないとき
は、その使用
に要した費用
を積算し、総
括監督員に報
告しなければ
ならない。

総括監督員 主任監督員
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者
担当監督員

備　　　　考

　第１項（前段）受注
者は、特許権、実用新
案権、意匠権、商標権
その他日本国の法律に
基づき保護される第三
者の権利（以下「特許
権等」という。）の対
象となっている工事材
料及び施工方法等（仮
設、施工方法その他工
事目的物を完成するた
めに必要な一切の手段
をいう。以下同じ。）
を使用するときは、そ
の使用に関する一切の
責任を負わなければな
らない。

　特許権等の第三者の権利の対
象になっている工事材料、施工
方法等を使用するときは、原則
として受注者がその使用に関す
る一切の責任を負う。
　受注者は、契約約款第１条第
３項の規定により、設計図書に
指定がない場合には、施工方法
等（仮設、施工方法その他工事
目的物を完成するために必要な
一切の手段）を定めなければな
らない。また、工事材料につい
ても、設計図書に指定がない場
合には、受注者が決定すること
となっている。このため、受注
者が自ら選択した施工方法等に
ついては、受注者自身がその責
任を負い、特許権等の使用料を
負担するのは当然と言えよう。
　なお、契約に係る工事を実施
するためには、第三者の権利の
対象となっている工事材料、施
工方法等を使用することが不可
欠である場合には、発注者は、
設計図書において指定すべきで
ある。
　ただし、受注者に選択権がな
い場合、すなわち、発注者が工
事材料、施工方法等を指定した
場合において、設計図書に特許
権等の第三者の権利の対象であ
る旨の明示がないときは、原則
として、発注者が使用に関して
要した費用を負担しなければな
らない。これは、原因者に負担
を帰したものである。
　この場合であっても、受注者
が第三者の権利の存在を知って
いたときには、受注者が負担す
べきものとされる。これは、原
因者（工事材料、施工方法等の
選択者）負担主義を公平の観点
から修正したものである。
　　したがって、「受注者がそ
の存在を知らなかったときに初
めて、発注者に費用の負担義務
が発生すると解すべきでなく、
むしろ、発注者が受注者の知悉
を立証したときに発注者の負担
義務が免責されると解すべきで
ある。

備　　　　考

第16条　特許権等の使用（約款第８条）

　その施工方
法を指定した
場合におい
て、設計図書
に特許権等の
対象のある旨
の明示がな
く、かつ、受
注者がその存
在を知ってい
たことを、立
証できないと
きは主任監督
員に報告しな
ければならな
い。

総括監督員
契　約　担　当　者

監　　督　　員　　の　　業　　務
受　　注　　者



第18条　自主施工の原則（約款第１条）

第19条　建設工事の着手（約款なし）

受　　注　　者

受　　注　　者

　第１項　施工方法等
については、請負契約
等において特に定める
場合を除き、受注者が
その責任において定め
るものとする。
　契約約款第１条第３
項　仮設、施工方法そ
の他工事目的物を完成
するために必要な一切
の手段（「施工方法
等」という。以下同
じ。）については、こ
の約款及び設計図書に
特別の定めがある場合
を除き、受注者がその
責任において定める。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

　受注者が工
事に着手しな
いときは、主
任監督員に報
告しなければ
ならない。

監　　督　　員　　の　　業　　務

備　　　　考

備　　　　考

　約款第１条第３項は、施工方
法等については、原則として、
受注者がその責任において定め
ることを明らかにし、施工主体
として受注者の自主性を明文で
保証したものである。したがっ
て、発注者は、工事の特殊性、
安全確保等のために必要がある
場合には、設計図書において、
施工方法等を指定することがで
きるが、設計図書に施工方法等
の指定をしない場合には、受注
者は、自己の責任において施工
方法等を選択するものとし、発
注者が施工方法等について注文
を付けることは許されない。こ
のため、契約後に施工方法等の
選択について発注者が注文を付
ける必要が生じた場合には、発
注者は、第21条の手続きに従っ
て設計図書を変更して、必要な
施工方法等の指定をしなければ
ならない。
　一方、受注者に自主的な選択
権が認められた結果、発注者の
指定の施工方法等については、
仮に受注者が実際に用いた施工
方法等がかなり高額なもので
あっても、請負代金額の変更等
の対象とはならない。
　また、受注者が他の施工方法
等を選択すれば工事を工期内に
完成することができたのに、あ
る特定の施工方法等を選択した
ために工期内に完成できない場
合には、受注者の責に帰すべき
事由による履行遅滞として発注
者の損害金請求権、解除権等が
発生する。また、他の施工方法
等を選択すれば第三者損害を防
ぐことができたのに、受注者が
特定の施工方法等を選択したこ
とにより損害を及ぼしたとき
は、発注者が専門的知識・経験
に照らして必要な指図をすべき
であるのに、指図をしなかった
ときは別として、発注者は被害
者に対して注文者としての責任
は負わず、また、受注者との関
係では、受注者は、自己が被害
者に賠償した費用を発注者に請
求することはできない。

　第１項　受注者は、
請負契約締結後、速や
かに、建設工事に着手
しなければならない。

主任監督員
　担当監督員
から報告を受
けたときは、
速やかに着手
するよう受注
者に指示しな
ければならな
い。

契　約　担　当　者

主任監督員 担当監督員

担当監督員

 仮設工事につ
いては、仮設
費積算基準に
より行うもの
とする。な
お、指定仮設
の施工につい
ては、受注者
に資料の整理
をさせなけれ
ばならない。

総括監督員

総括監督員



第21条　監督員（約款第９条）

（１）

（２）

（３）

　第１項　契約担当者
は、監督員を置いたと
きは、その者の氏名を
受注者に通知しなけれ
ばならない。監督員を
変更したときも同様と
する。
　第３項　契約担当者
は、２人以上の監督員
を置き、前項の権限を
分担させたときは、そ
れぞれの監督員の有す
る権限の内容を受注者
に通知しなければなら
ない。
　第５項　契約担当者
が監督員を置いたとき
は、この規則に定める
請求、通知、報告、承
諾及び解除であって受
注者が契約担当者に対
して行うものについて
は、第23条第４項の規
定による請求を除き、
監督員を経由して行う
ものとする。この場合
においては監督員に到
達した日をもって契約

　担当監督員
から報告を受
けたときは、
明らかに判断
のつくものは
指示し、その
他のものにつ
いては総括監
督員に報告す
るものとす

　第２項
（１）、
（２）、
（３）号につ
いて、担当監
督員は監督を
行うに必要な
諸基準によ
り、明らかに
判断のつくも

　「監督員」とは、通常、工事
が施工されるときは、発注者が
直接工事現場において監督を行
うことは少なく、発注者は、請
負契約の適正な履行を確保する
ために、発注者の職員又は外部
の者を監督員として置き、工事
の施工、工事材料の調合、立会
いを行わせることが通例であ
る。このように施工途中での監
督を行うのは、建設工事はその
性質上、工事完成後に施工の適
否を判定することが困難であ
り、また仮に不適当であること
を発見できても、それを修復す
るには相当の費用を要する場合
が多く、施工の段階で逐次監督
することが合理的であるとの考
えによるものである。
　本条は、このような考え方の
もとに、発注者は、監督員を置
くことができることとし、監督
員を置かない場合には、監督員
の権限は、発注者に帰属するこ
とを第６項において確認的に定
めている。そして、第１項は、
監督員を置く場合には、監督員
の氏名を受注者に通知しなけれ

　第１項　受注者は、
請負契約締結後10日以
内に、設計図書に基づ
いて様式第９号による
工程表を作成し、契約
担当者に提出しなけれ
ばならない。

　第２項　受注者は、
工期が１月を超える建
設工事については、毎
月10日までに様式第10
号による工事工程月報
に前月末における建設
工事の進ちょくの状況
を記載し、契約担当者
に提出しなければなら
ない。
　第３項　受注者は、
契約担当者から請求が
あった場合において
は、請負契約締結後10
日以内に、設計図書に
基づいて請負代金内訳
書を作成し、契約担当
者に提出しなければな
らない。

備　　　　考

第20条　工程表、工事工程月報及び請負代金内訳書（約款第３条）

　担当監督員
から工程表に
ついて報告を
受けたとき
は、決裁し報
告する。
　ただし、契
約金額が6,000
万円以上の場
合には総括監
督員に報告す
るものとす
る。

契　約　担　当　者

　主任監督員
の報告に対し
明らかに判断
のつくものは
指示し、その
他のものは、
契約担当者に
報告するもの
とする。

主任監督員
監　　督　　員　　の　　業　　務

　請負契約の履行についての受注者又は受
注者の現場代理人に対する指示、承諾又は
協議
　設計図書に基づく工事の施工ための詳細
図等の作成及び交付又は受注者が作成した
詳細図等の承諾
　設計図書に基づく工程の管理、工事の施
工への立会い、工事の施工の状況の検査又
は工事材料の検査（確認を含む。第24条第
２項及び第３項において同じ。）

　第４項　第２項の規定による監督員の権限の
うち指示又は承諾は、第10項第７項の規定にか
かわらず、口頭により行うことができる。

総括監督員

　工事工程月
報が提出され
たときは、審
査し工程管理
を行わなけれ
ばならない。
　工程が10％
以上遅れてい
るときは、対
策を講じなけ
ればならな
い。
　工事工程月
報の受理は主
任監督員とす
る。

　受注者より
工程表が提出
されたとき
は、速やかに
審査し、意見
を付し主任監
督員に報告す
るものとす
る。

備　　　　考

　約款第３条第２項
契約担当者は、工程表
について直ちにその内
容を審査し、不適当と
認めたときは、受注者
に訂正を求めるものと
する。
　（執行規則の運用
第７　工程表）
　工事の管理は工程表
により行うが、請負代
金の額が500万円に満た
ない建設工事（以下
「小額工事」とい
う。）であって契約担
当者が特に工程表によ
る必要がないと認める
ものについては、受注
者又は現場代理人との
打合せに基づき工程を
管理することができる
ものとする。
　（執行規則の運用
第８　工事工程月報）
　工期が１ｹ月を超える
建設工事の進捗状況の
把握は、工事工程月報
により行うが、小額工
事であって契約担当者
が特に工事工程月報に
よる必要がないと認め
るものについては、受
注者に対しその提出を
省略させることができ
るものとする。

総括監督員 主任監督員
　契約額6,000
万円以上の建
設工事の工程
表を決裁す
る。

契　約　担　当　者
担当監督員

監　　督　　員　　の　　業　　務

　第２項　監督員は、各本条に特別の定めがあ
る場合を除くほか、次に掲げる権限を有し、請
負契約の定めるところにより、これを行使す
る。

担当監督員

受　　注　　者

受　　注　　者



る。

① 本条第２項に掲げるもの
② 他の条項に掲げるもの

第23条（約款第12条）

第24条（約款第13条）

第25条（約款第14条）

第26条（約款第15条）

第27条（約款17条）

第28条（約款第18条）

第33条（約款第26条）

③

　小額工事とは、請負代金の額
が500万円に満たない建設工事
をいう。（執行規則の運用第７
による。）

約款に基づく発注者の権
限とされる事項のうち発
注者が必要と認めて監督
員に委任したもの。

担当者に到達したもの
とみなす。
　第６項　契約担当者
が監督員を置かないと
きは、この規定に定め
る監督員の権限は、契
約担当者に帰属する。
（執行規則の運用　第
９　監督員の氏名等の
通知）
（１）監督員の氏名等
の通知は、書面により
行うが、小額工事で
あって契約担当者が特
に書面による必要がな
いと認めるものについ
ては、口頭で通知する
ことにより、これに代
えることができるもの
とする。
（２）監督員の氏名等
の書面による通知は、
別紙様式１により行う
ものとする。
（執行規則の運用　第
10　監督員の指示又は
承諾）
　監督員の指示又は承
諾は書面で行うが、時
間的余裕のない緊急の
場合等には、口頭によ
りできるものとする。

のについては
受注者に指
示、承諾又は
協議を行うも
のとし、その
他については
主任監督員に
報告するもの
とする。

　設計図書不適合の場合
　の改造義務、破壊検査
　等

　監督員の立会い及び見
　本等の整備等

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員

　工事材料の品質、検査
　等

　工事関係者に関する措
　置請求

ばならないこととしている。
　本条は、このような理由によ
り監督員を置くことにしたもの
であるが、一方、監督員の監督
行為は、必要 小限度にとど
め、受注者の自主的な工事の施
工を確保する趣旨から、監督員
の権限の範囲を明確にしたもの
である。
　監督員が有する権限は、約款
において大略次の３つに分ける
ことができる。

　支給材料及び貸与品

　臨機の措置、等である。

　条件変更等



第22条　主任技術者、現場代理人等（約款第10条）

（１）

（２）

（３）

（１）現場代理人
（２）

契　約　担　当　者

主任技術者（法第
26条第１項に規定
する主任技術者を
いう。以下同
じ。）

　第２項　受注者は、
次に掲げる者を置いた
ときは、その者の氏名
等を様式第11号による
主任技術者等通知書に
より契約担当者に通知
しなければならない。
これらの者を変更した
ときも同様とする。

担当監督員
　担当監督員
から主任技術
者、現場代理
人等の通知を
受理したとき
は、決裁をす
る。

　受注者か
ら、主任技術
者、現場代理
人等の通知を
受けたときは､
主任監督員に
報告しなけれ
ばならない。

監　　督　　員　　の　　業　　務
主任監督員

受　　注　　者
総括監督員

備　　　　考

 第１項　受注者は、次
の各号に掲げるいずれ
かの者の氏名等を様式
第11号による主任技術
者等通知書により契約
担当者に通知しなけれ
ばならない。これらの
者を変更したときも同
様とする。

　第３項　現場代理人
は、請負契約の履行に
関し、工事現場に常駐
し、その運営及び取締
りを行うほか、第23条
第１項の規定による請
求の受理、同条第３項
の規定による決定及び
通知、同条第４項の規
定による請求並びに同
条第５項の規定による
通知の受理、請負代金
額の変更、請負代金の
請求及び受領並びに請
負契約の解除に係る権
限を除き、この規定に
基づく受注者の一切の
権限を行使することが
できる。

　「現場代理人」とは、請負契
約の的確な履行を確保するた
め、工事現場の取締りのほか、
工事の施工及び契約関係事務に
関する一切の事項を処理する者
として工事現場に置かれる受注
者の代理人であり、工事現場に
常駐することとされている。
　「主任技術者、監理技術者」
とは、工事現場における建設工
事の施工の技術上の管理をつか
さどる者として、法第26条第１
項又は第２項の規定により配置
が義務づけられている技術者で
ある。
　このうち、監理技術者は、下
請契約の請負金額の額（下請契
約が２以上あるときは、それら
の請負代金の額の総額）が
3,000万円（建築一式工事であ
る場合においては4,500万円）
以上になる場合において、受注
者たる特定建設業者が配置しな
ければならないとされる法第15
条第２項の基準を充足する技術
者である。　主任技術者とは、
その他の建設工事の現場に配置
すべきものとされる同法第７条
第２号の基準を充足する技術者
である。
　「専門技術者」とは、受注者
が建築一式工事又は土木一式工
事を施工する場合において、そ
の一式工事の一部である専門工
事を自ら施工しようとするとき
に、又は専門工事を施工する場
合において自らそれらに付帯す
る他の建設工事を施工しようと
するときに建設業法上配置する
ことが要求されている技術者で
ある。（法第26条の２）
 「常駐」とは、当該工事のみ
を担当しているだけでなく、さ
らに作業期間中、特別の理由が
ある場合を除き常に工事現場に
滞在することを意味するもので
あり、発注者又は監督員との連
絡に支障をきたさないことを目
的としたものである。
　「運営、取締り」とは、請負
契約に基づく工事の施工に関
し、受注者において行う工事現
場に関するすべての管理行為を
指すものとし、受注者の適正な
施工又は管理が確保できない場
合には、直接技術者や下請負人
等に対して必要な措置をとるこ
とを請求できるものと解する。
したがって、工事の施工上必要
とされる労務管理、工程管理、
安全管理その他の管理行為のほ
か、工事現場の風紀の維持等も
これに含まれる。

専門技術者（法第
26条の２に規定す
る建設工事の施工
の技術上の管理を
つかさどる者い
う。以下同じ。）

専任の主任技術者
（法第26条第３項
の規定により専任
のものでなければ
ならない主任技術
者をいう。以下同
じ。）

　専任の監理技術
者（法第26条第４
項の規定により選
任された専任のも
のでなければなら
ない監理技術者を
いう。以下同
じ。）

（執行規則の運用第１１　主任
技術者、現場代理人等の通知及
び現場代理人の常駐義務）
主任技術者又は監理技術者、現
場代理人及び専門技術者の氏名
は、書面により通知させるが、



第22条の２　履行報告（約款第11条）

担当監督員
契　約　担　当　者

監　　督　　員　　の　　業　　務
受　　注　　者

総括監督員 主任監督員
　本条の規定により設計図書で
定めている履行報告の例として
は、施工計画書、実施工程表、
工事打合せ書、建設機械使用実
績報告書等がある。このうち、
施工計画書は、工事目的物を完
成するために必要な手順、施工
方法等を記したものであり、計
画工程表、現場組織表、安全管
理、指定機械、主要資材、施工
方法等、施工管理計画、緊急時
の体制及び対応、交通管理、環
境対策、現場作業環境の整備、
再生資源の利用の促進等の事項
を含むものである。一般的に
は、受注者は、準備工事を開始
する前に施工計画書を発注者に
提出することとなっている。

（執行規則の運用　第
12　履行報告）
　契約の履行について
の報告とは、過去の履
行状況についての報告
も含むものであるこ
と。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

総括監督員 主任監督員 担当監督員

　第１項　受注者は、
様式第12号による工事
記録簿に必要な事項を
記録し、監督員が指示
したときはこれを提示
しなければならない。
　第２項　前項の規定
によるほか、受注者
は、設計図書に定める
ところにより、契約の
履行について契約担当
者に報告しなければな
らない。

備　　　　考

第４項　受注者は、前
項の規定にかかわら
ず、同項の規定により
現場代理人が行使でき
るとされた権限のうち
現場代理人に委任せず
自ら行使しようとする
ものがあるときは、あ
らかじめ、当該権限の
内容を契約担当者に通
知しなければならな
い。
第５項　現場代理人、
主任技術者又は専任の
監理技術者及び専門技
術者は、兼ねることが
できる。

受　　注　　者

小額工事であって契約担当者が
特に書面により通知させる必要
がないと認めるものについて
は、口頭で通知させることによ
り、これに代えることができる
ものとする。
現場代理人の常駐義務の緩和
は、「県発注工事に係る現場代
理人の常駐義務緩和の試行につ
いて」等の通知に基づくほか
は、原則として承諾しないこ
と。

備　　　　考



第23条　工事関係者に関する措置請求（約款第12条）

第24条　工事材料の品質、検査等（約款第13条）

１．

２．

　主任監督員
より報告を受
け、著しく不
適当である客
観的妥当性が
立証される場
合には、書面
をもって受注
者に必要な措
置をとるよう
求めるものと
する。

　担当監督員
より報告を受
けたときは、
事実関係を調
査し総括監督
員に報告しな
ければならな
い。

担当監督員

受　　注　　者

契　約　担　当　者

　第１項　契約担当者
は、現場代理人がその
職務（主任技術者若し
くは専任の監理技術者
又は専門技術者と兼務
する現場代理人にあっ
ては、これらの職務を
含む。）の執行につき
著しく不適当と認める
ときは、受注者に対し
て、その理由を明示し
た書面により、必要な
措置をとるべきことを
請求することができ
る。
　第２項　契約担当者
又は監督員は、主任技
術者又は専任の監理技
術者、専門技術者（こ
れらの者と現場代理人
を兼務する者を除
く。）、下請負人、労
働者その他受注者が工
事を施工するために使
用している者で工事の
管理又は施工につき著
しく不適当と認められ
るものがあるときは、
受注者に対して、その
理由を明示した書面に
より、必要な措置をと
るべきことを請求する
ことができる。
　第５項　契約担当者
は、前項の規定による
請求があったときは、
当該請求に係る事項に
ついて決定し、その結
果を請求があった日か
ら10日以内に受注者に
通知しなければならな
い。

総括監督員 主任監督員

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

監　　督　　員　　の　　業　　務

　建設工事の
施工につい
て、不適当で
ある工事関係
者がある場合
にはその事由
を付して主任
監督員に報告
しなければな
らない。

主任監督員 担当監督員

　主任監督員又は担当監
督員は、使用承諾し検査
を受けて使用すべきもの
とされた工事材料が現場
に搬入された場合には、
形状、寸法、数量等の検
査を行うものとする。
　工事材料検査を行った
ときは、受注者に材料検
査簿に記入させ検印しな
ければならない。

　第１項　工事材料は、設計図書に定める品質
を有するものを使用しなければならない。
　ただし、設計図書にその品質の定めのない場
合にあっては、中等の品質を有する工事材料を
使用するものとする。
　第３項　監督員は、受注者から前項の検査を
請求されたときは、当該請求を受けた日から７
日以内に検査を行わなければならない。

総括監督員

 「著しく不適当と認められ
る」ためには、客観性がなけれ
ばならず、単に発注者が主観的
に著しく不適当と認めても、本
項の対象にはならない。
　たとえば、品行が悪いという
ようなことのみでは本項の対象
となるものではないが、それ
が、工事現場周辺に悪影響を及
ぼし、ひいては工事の施工が有
形無形の影響を受ける場合等に
は、本条の対象となると考え
る。
　「必要な措置」は、是正措置
の指示のほか、その程度に応じ
て交替を含むものである。ま
た、監督員は第21条第２項第１
号に基づいて受注者又は現場代
理人に対して、技術者や下請負
人等に施工又は管理について指
示することができるが、第２項
は、このような指示を行っても
十分な効果が見られず、技術者
や下請負人等の適正な施工又は
管理が確保できない場合には、
受注者に対して必要な措置をと
ることを請求できるものとす
る。

受　　注　　者

　第２項　受注者は、
設計図書において監督
員の検査を受けて使用
すべきものとされた工
事材料については、当
該検査に合格したもの
を使用しなければなら
ない。
　第４項　第２項の検
査に直接必要な費用
は、受注者の負担とす
る。
　第５項　受注者は、
工事現場内に搬入した
工事材料を監督員の承
諾を受けないで工事現
場外に搬出してはなら
ない。
　第６項　受注者は、
前項の規定にかかわら
ず、第２項の検査の結
果不合格と決定された
工事材料については、
当該決定を受けた日か
ら７日以内に工事現場

備　　　　考

備　　　　考

　第３項　受注者は、
前２項による請求が
あったときは、当該請
求に係る事項について
決定し、その結果を請
求を受けた日から10日
以内に契約担当者に通
知しなければならな
い。
　第４項　受注者は、
監督員がその職務の執
行につき著しく不適当
と認められるときは、
契約担当者に対して、
その理由を明示した書
面により、必要な措置
をとるべきことを請求
することができる。



第25条　監督員の立会い、見本等の整備等（約款第14条）

受　　注　　者契　約　担　当　者

契　約　担　当　者

　第１項　受注者は、
設計図書において監督
員立会いの上調合し、
又は調合について見本
検査を受けるものとさ
れた工事材料について
は、立会いを受けて調
合したもの又は見本検
査に合格したものを使
用しなければならな
い。
　第２項　受注者は、
設計図書において監督
員の立会いの上施工す
るものとされた工事に
ついては、立会いを受
けて施工しなければな
らない。
　第３項　受注者は、
前２項に規定するもの
のほか、設計図書にお
いて見本、工事の写真
その他の記録（以下
「見本等」という。）
を整備すべきものとさ
れた工事材料の調合又
は工事の施工をすると
きは、設計図書に定め
るところにより見本等
を整備し、監督員の請
求があったときは、整
備した見本等を当該請
求を受けた日から７日
以内に提出しなければ
ならない。
　第６項　第１項、第
３項又は前項の場合に
おいて、見本検査又は
見本等の整備に直接必
要な費用は、受注者の
負担とする。

監　　督　　員　　の　　業　　務

外に搬出しなければな
らない。
　第７項　受注者は、
主要な工事材料で完成
検査を受ける際に外部
から明視することがで
きないものについて第
２項の検査を受けたと
きは、様式第13号によ
る材料検査簿にその状
況を記入し、監督員の
検印を受けるものとす
る。

総括監督員 主任監督員 担当監督員
監　　督　　員　　の　　業　　務

　担当監督員
から立会いで
きないとの報
告を受けたと
きは、自ら立
会わなければ
ならない。
　立会いが困
難な場合には
受注者に対し
資料を提出さ
せ確認するも
のとする。

　受注者の求
めに応じて立
会いし、設計
図書及び諸基
準に基づき工
事を施工させ
なければなら
ない。
　また、立会
いできない場
合には主任監
督員に報告し
なければなら
ない。

備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員

　建設工事の施工にあたって
は、工事材料の品質が工事目的
物の良否を決める重要な要素で
あると同時に、具体の工事の施
工の良否もまた工事目的物の良
否を決める重要な要素である。
したがって、工事材料の検査と
同時に、具体の工事の施工にあ
たっても、受注者の自主的な施
工管理に期待しつつ、監督員が
立会い等を行って適正な施工の
確保に努めるのが一般的な方法
である。
　また、公共工事の施工に当
たっては、監督員が立会い等に
より適正な施工の確保に努める
とともに、工事が完成した場合
において発注者の定める検査職
員が完成の確認のための検査を
行うのが通例であり、本約款に
おいても第31条第２項に規定し
ているところである。
　このように適正な施工を確保
するために様々な方法がとられ
ているが、工事完成後に検査職
員が検査を行う場合において
は、工事内容が外面から判断し
得ない部分が多いため、施工中
の監督員の立会いや工事記録の
整備が重要な意味を持つことに
なる。

受　　注　　者 備　　　　考

 第４項　監督員は、受注者から第１項又は第２
項の立会い又は見本検査を請求されたときは、
当該請求を受けた日から７日以内に立会い又は
見本検査を行わなければならない。
　第５項　前項に規定する期間内に、監督員が
正当な理由なく立会い又は見本検査を行わない
ため、その後の工程に支障を来たすときは、受
注者は、監督員に通知した上で、立会い又は見
本検査を受けることなく、当該工事材料を調合
して使用し、又は当該工事を施工することがで
きる。この場合において、受注者は、当該工事
材料の調合又は当該工事の施工を適切に行った
ことを証する見本等を整備し、監督員の請求が
あったときは、整備した見本等を当該請求を受
けた日から７日以内に提出しなければならな
い。



第26条　支給材料及び貸与品（約款第15条）

①

②

③

総括監督員

　設計図書
で支給され
ることに
なっている
工事材料又
は貸与品に
ついて、品
名、数量、
品質、規格
等受注者立
会いの上検
査して引渡
すものとす
る。引渡し
が完了した
ときには、
受注者より
受領書を提
出させ主任
監督員に報
告しなけれ
ばならな
い。
　支給材料
又は貸与品
が使用でき
ない場合又
は変更する
必要が生じ
た場合には
主任監督員
に報告しな
ければなら
ない。

　総括監督員
は主任監督員
より報告を受
けたときに
は、契約担当
者に報告しな
ければならな
い。

受　　注　　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

　第１項　契約担当者
が受注者に支給する工
事材料（以下「支給材
料」という。）及び貸
与する建設機械器具
（以下「貸与品」とい
う。）の品名、数量、
品質、規格、又は性
能、引渡場所及び引渡
時期は、設計図書に定
めるところによる。
　第６項　契約担当者
は、受注者から第３項
又は前項の規定による
通知を受けた場合にお
いては、当該支給材料
又は貸与品に代えて他
の支給材料又は貸与品
を引き渡さなければな
らない。ただし、既に
引き渡した支給材料又
は貸与品を使用するこ
とによっても工事の目
的を達成することがで
きると認められる場合
にあっては、支給材料
若しくは貸与品の品
名、数量、品質若しく
は性能を変更し、又は
理由を明示した書面に
より、当該支給材料若
しくは貸与品の使用を
受注者に請求すること
ができる。
　第７項　契約担当者
は、前項に規定するほ
か、必要があると認め
るときは、支給材料又
は貸与品の品名、数
量、品質、規格若しく
は性能、引渡場所又は
引渡時期を変更するこ
とができる。

　支給材料
又は貸与品
が返還され
たときは、
主任監督員
に報告しな
ければなら
ない。

契　約　担　当　者

　第３項　前項の規定
による検査の結果、受
注者は、その品名、数
量、品質又は規格若し
くは性能が設計図書の
定めと異なり、又は使
用に適当でないと認め
たときは、その旨を直
ちに契約担当者に通知
するとともに、その引
渡しを拒むことができ
る。
　第４項　受注者は、
支給材料又は貸与品の
引渡しを受けたとき
は、引渡しの日から７
日以内に、契約担当者
に受領書又は借用書を
提出しなければならな
い。
　第５項　受注者は、
支給材料又は貸与品の
引渡しを受けた後、当
該支給材料又は貸与品
に第２項の規定による
検査によっては発見す
ることが困難であった
隠れたかしがあり使用
に適当でないと認めた
ときは、その旨を直ち
に契約担当者に通知し
なければならない。
　第８項　受注者は、
引渡しを受けた支給材
料及び貸与品を善良な
管理者の注意をもって
管理しなけてばならな
い。
　第９項　受注者は、
設計図書に定めるとこ
ろにより、建設工事の
完成、設計図書の変更
等によって不用となっ
た支給材料又は貸与品
を契約担当者に返還し
なければならない。
　第10項　受注者は、
故意又は過失により支
給材料又は貸与品が滅
失し、若しくはき損
し、又はその返還が不
可能となったときは、
契約担当者の指定した
期間内に代品を納め、
若しくは原状に復し、
又は損害を賠償しなけ
ればならない。
　第11条　受注者は、
支給材料又は貸与品の
使用方法が設計図書に
定められていないとき
は、その使用方法につ
き監督員の指示に従わ
なければならない。

備　　　　考

　第２項　監督員は、支給材料
又は貸与品の引渡しに当たって
は、受注者の立会いの上、県の
負担において、当該支給材料又
は貸与品を検査しなければなら
ない。
　主任監督員
は担当監督員
より報告を受
けたときに
は、審査し総
括監督員に報
告しなければ
ならない。

主任監督員 担当監督員



第26条の２　工期等の変更及び費用の負担（約款なし）

第27条　設計図書不適合の場合の改造義務、破壊検査等（約款第17条）

①

②

第２項　第26条の２の
規定は、前項に規定す
る不適合が監督員の指
示その他契約担当者の
責めに帰すべき事由に
よって生じた場合に準
用する。

総括監督員 主任監督員
　第１項　受注者は、
工事の施工部分が設計
図書に適合しない場合
において、監督員がそ
の改造を請求したとき
は、当該請求に従わな
ければならない。
　第５項　前２項の場
合において、検査及び
復旧に直接要する費用
は、受注者の負担とす
る。

総括監督員

担当監督員
 第３項　監督員は、受注者が第24条第２項又は
第25条第１項から第３項までの規定に違反した
ことが明らかな場合において、必要があると認
められるときは、工事の施工部分を破壊して検
査することができる。
　第４項　前項に規定するもののほか、監督員
は、工事の施工部分が設計図書に適合しないと
認められる相当の理由がある場合において、必
要があると認められるときは、その理由を受注
者に通知して、工事の施工部分を 小限度の範
囲に限り破壊して検査することができる。

　第３項の
規定により
違反したこ
とが明らか
な場合と判
断されたと
きには、主
任監督員に
報告しなけ
ればならな
い。

主任監督員 担当監督員
監　　督　　員　　の　　業　　務

　第１項　前条第６項
及び第７項の場合にお
いて、当事者は必要に
応じ工期又は請負代金
額を変更し、県は受注
者に生じた損害につき
必要な費用を負担しな
ければならない。
　第２項　前項の規定
による変更後の工期又
は請負代金額は、当事
者が協議して定める。
ただし、当該協議の開
始の日から14日以内に
協議が整わない場合に
は、契約担当者が定
め、受注者に通知す
る。
　第３項　前項の規定
による協議の開始の日
（以下「変更協議開始
日」という。）につい
ては、契約担当者が受
注者の意見を聴いて定
め、受注者に通知する
ものとする。ただし、
契約担当者が、工期又
は請負代金額の変更事
由が生じた日から７日
以内に変更協議開始日
を通知しない場合に
は、受注者が変更協議
開始日を定め、契約担
当者に通知することが
できる。
　第４項　第１項の必
要な費用の額は、当事
者が協議して定める。

契　約　担　当　者

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

　主任監督員
より報告を受
けたときは、
受注者に修補
を命令しなけ
ればならな
い。
　また、修補
の取扱は検査
要領における
「修補取扱基
準」に準ず
る。

受　　注　　者

受　　注　　者

備　　　　考

　担当監督員
から報告を受
けたときは、
調査し意見を
付して総括監
督員に報告し
なければなら
ない。
　修補が完了
したときは、
主任監督員が
確認し、総括
監督員に報告
しなければな
らない。

　第４項の
規定により
設計図書に
適合しない
と認められ

備　　　　考



③

第28条　条件変更等（約款第18条）

①

（１）

（２）

（３）

（４）

②

（５）

契　約　担　当　者

契　約　担　当　者

るときに
は、主任監
督員に報告
しなければ
ならない。

　第１項　受注者は、
工事の施工に当たり、
次の各号のいずれかに
該当する事実を発見し
たときは、直ちにその
旨を監督員に通知し、
その確認を請求しなけ
ればならない。

　第１項の
確認を求め
られたとき
は、速やか
に調査を行
い、諸基準
により明ら
かに判断の
つくものは
受注者に指
示するもの
とし、その
他について
は主任監督
員に報告し
なければな
らない。

　設計図書が相互
に一致しないこと
（設計図書に優先
順位が定められて
いる場合を除
く。）
　設計図書に誤
びゅう又は脱漏が
あること。
　設計図書の表示
が明確でないこ
と。

　修補が完
了したとき
は、受注者
から修補完
了届出書を
提出させ、
主任監督員
に報告しな
ければなら
ない。

　第１項の
報告の結
果、工事内
容の変更又
は、設計図
書の訂正を
行う必要が
ある場合に
は、第29条
第１項及び
第２項を準
用し、「設
計変更事務
処理要領」
に基づき、
変更指示書
又は変更設
計書を提出
しなければ
ならない。

備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員

受　　注　　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

備　　　　考
総括監督員 主任監督員

監　　督　　員　　の　　業　　務
担当監督員

受　　注　　者

　第３項　契約担当者
は、受注者の意見を聴
いて、前項の調査の結
果（これに対してとる
べき措置を指示する必
要があるときは、当該
指示を含む。）をとり
まとめ、調査の終了後
14日以内に、その結果
を受注者に通知しなけ
ればならない。ただ
し、その期限内に通知
できないやむを得ない
理由があるときは、あ
らかじめ受注者の意見
を聴いた上、当該期間
を延長することができ
る。
　第４項　前項の規定
によりとりまとめられ
た調査の結果におい
て、第１項各号に掲げ
る事実が確認された場
合で、必要があると認
められるときは、契約
担当者は、設計図書の
訂正又は変更を行わな
ければならない。ただ
し、同項第４号又は第
５号に掲げる事実が確
認されその結果設計図
書を変更する場合（工
事目的物の変更を伴わ
ない場合に限る。）に
は受注者と協議して行
う。
　第５項　第26条の２
の規定は、前項の規定
により設計図書の訂正
又は変更が行われた場
合に準用する。

 第２項　監督員は、前項の規定による確認を請
求されたとき、又は自ら同項各号に掲げる事実
を発見したときは、受注者の立会いの上、直ち
に調査を行わなければならない。ただし、受注
者が立会いに応じない場合には、受注者の立会
いを受けずに行うことができる。

　工事現場の形
状、地質、ゆう水
等の状態、施工上
の制約その他の設
計図書に示された
施工条件と実際の
工事現場が一致し
ないこと。

　設計図書で明示
されていない施工
条件について予測
することのできな
い特別の状態が生
じたこと。

　主任監督員
の報告を受け
たときは、判
断可能なもの
は指示し、そ
の他について
は契約担当者
に報告しなけ
ればならな
い。

　担当監督員
より第１項の
調査結果につ
いて報告を受
けたときは、
この規定の全
般の趣旨から
みて再調査等
事実の確認、
あるいはとり
あえずの工事
の中止、応急
措置等の指示
を与えるもの
とするが内容
が重要なもの
については総
括監督員に報
告しなければ
ならない。



第29条　設計図書の変更（約款第19条）

第29条の２　工事の中止（約款第20条）

　設計図書を
変更し、工期
及び請負代金
額を変更する
必要が生じた
場合には、主
任監督員に報
告しなければ
ならない。

主任監督員

受　　注　　者

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

総括監督員

　第１項　契約担当者
は、必要があると認め
るときは、その内容を
受注者に通知して、設
計図書を変更すること
ができる。
　第２項　第26条の２
の規定は、前項の規定
による設計図書の変更
が行われた場合に準用
する。

　第１項　工事の用地
等の確保ができない等
のため又は暴風、豪
雨、洪水、高潮、地
震、地すべり、落盤、
火災、騒乱、暴動その
他の自然的若しくは人
為的な事象（以下「天
災等」という。）で
あって、受注者の責め
に帰すことができない
ものにより工事目的物
に損害を生じ、若しく
は工事現場の状態が変
動したため、受注者が
建設工事を施工できな
いと認められるとき
は、契約担当者は、直
ちに受注者に通知し
て、建設工事の全部又
は一部の施工を一時中
止させなければならな
い。
　第２項　前項に規定
するもののほか、契約
担当者は、必要がある
と認められるときは、
受注者に通知して、建
設工事の全部又は一部
の施工を一時中止させ
ることができる。

　担当監督員
から報告を受
けたときは、
内容を検討
し、又は必要
に応じて調査
を行い意見を
付して総括監
督員に報告し
なければなら
ない。

　主任監督員
より報告を受
けたときは、
判断可能なも
のは指示し、
その他につい
ては契約担当
者に報告しな
ければならな
い。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

　建設工事の
全部又は一部
の施工を一時
中止し、工期
及び請負代金
額を変更する
必要が生じた
場合には、主
任監督員に報
告しなければ
ならない。

　担当監督員
から報告を受
けたときは、
内容を検討
し、又は必要
に応じて調査
を行い意見を
付して総括監
督員に報告し
なければなら
ない。

　主任監督員
より報告を受
けたときは、
判断可能なも
のは指示し、
その他につい
ては契約担当
者に報告しな
ければならな
い。

主任監督員 担当監督員

受　　注　　者
担当監督員

　「設計図書の変更」　公共工
事の発注者は、工事の目的物の
目的、構造、仕様等を十分検討
した後設計を行い、請負契約を
締結すべきであるが、工事の施
工途中においてその意思、判断
を変更せざるを得ない事態が生
ずることもある。その場合に
は、発注者は、前条で述べた工
事の施工条件等とは異なり、自
らの意思で設計図書を変更しな
ければならないこととなる。
　このように、発注者は、必要
があると認めるときは、設計図
書の変更を行うことができる
が、この場合には、設計図書の
変更内容を書面をもって受注者
に通知しなければならない。ま
た、「必要があると認める」か
否かは、発注者の自由な判断で
あり、その理由を受注者に示す
必要がないし、受注者の意思が
入る余地もない。同時に、変更
する設計図書の内容も、発注者
の自由な意思により決定される
ものと解される。
　上記のように、発注者は、自
己の都合により設計図書を変更
することができるが、その場合
には、発注者と受注者の契約関
係のバランスをとることが要請
されるため、工期又は請負代金
額の変更を行うのは当然であ
り、また、設計図書の変更に伴
い受注者が被った損害を発注者
が負担しなければならないこと
はいうまでもない。

　第１項においては、受注者の
責に帰すことができない事由に
よって工事を施工することがで
きないと認められる場合を２つ
に分けて規定している。すなわ
ち、第１が「工事用地等の確保
ができない等のため受注者が工
事を施工できないと認められる
とき」であり、第２が「暴風、
豪雨、洪水、高潮、地震、地す
べり、落盤、火災、騒乱、暴動
その他自然的又は人為的な事象
であって受注者の責めに帰する
ことができないものにより工事
目的物等に損害を生じ若しくは
工事現場の状態が変動したため
受注者が工事を施工できないと
認められるとき」である。
第１の場合には、例えば、発注
者の義務である工事用地等の確
保（第26条の３）が行われない
ため施工できない場合、設計図
書と実際に施工条件の相違又は
設計図書の不備が発見されたた
め（第28条）施工を続けること
が不可能と認められる場合など
含まれよう。
　また、第２の場合における
「自然的又は人為的な事象」に
は、埋蔵文化財の発掘又は調
査、反対運動などの妨害活動等

備　　　　考

備　　　　考
総括監督員



第30条　請負者による工期の延長の請求（約款第21条）

「工事遅延事由の一般論」

ア）

イ）

ウ）

　工期延長請
求書を審査
し、契約担当
者に進達しな
ければならな
い。

主任監督員 担当監督員総括監督員
受　　注　　者契　約　担　当　者

監　　督　　員　　の　　業　　務

　第１項　受注者は、
天候の不良、第９条に
よる関連建設工事の調
整への協力その他の受
注者の責めに帰すこと
ができない事由により
工期内に建設工事を完
成することができない
ときは、契約担当者に
対し、工期の延長を請
求することができる。
　第２項　前項の規定
による請求は、様式第
14号による工期延長請
求書に様式第15号によ
る変更工程表を添えて
行わなければならな
い。

　担当監督員
より報告を受
けた工期延長
請求書を審査
するときは、
担当する管轄
内で当該受注
者が複数受注
している場合
は、それらの
工事の進捗状
況も併せ審査
し、総括監督
員に報告しな
ければならな
い。

監　　督　　員　　の　　業　　務
受　　注　　者

担当監督員総括監督員
　受注者から
工期延長請求
書の提出を受
けたときは、
遅滞なく延期
理由、変更工
程表を審査
し、意見を付
して主任監督
員に報告しな
ければならな
い。

主任監督員

　第３項　第26条の2の
規定は、契約担当者
が、前２項の規定によ
り、建設工事の全部又
は一部の施工を一時中
止させた場合に準用す
る。

　第３項　第26条の2第
２項及び第３項の規定
は、第１項の請求が
あった場合に準用す
る。この場合におい
て、同条第２項本文中
「前項の規定による変
更後の工期又は請負代
金額」とあるのは「第
１項の規定による請求
に係る延長後の工期」
と、同条第３項ただし
書中「工期又は請負代
金額の変更事由が生じ
た日」とあるのは「工
期の延長の請求を受け
た日」と読み替える。

契　約　担　当　者

も含まれよう。また、「工事現
場の状態の変動」には、地形等
の変動といった物理的な変動だ
けでなく、妨害活動を行う者に
よる工事現場の占拠や著しい威
嚇行為といったものも含まれる
と解する。
　第２の場合にも、単に暴風雨
等の受注者の帰責事由のない自
然的又は人為的な事象が生じた
だけでは不十分であり、施工で
きないと認められる状態にまで
達していることが必要である。

　以上の工期遅延事由のうち、
ア）は、遅延利息の規定（執行
規則第50条）の適用を受ける工
事遅延であり、工期は延長され
ない。イ）は、各条項で工期の
延長と請負代金額の変更が規定
されており、請負代金額の変更
を伴う工期延長である。本条
は、上記のウ）の場合を規定し
ており、請負代金額の変更を伴
わない工期の変更（いわゆる無
償延期）を認める趣旨の規定で
ある。

　天候の不良、発注者が
行う関連工事の調整への
協力等受注者の責に帰す
ることができない事由に
より工事が遅れる場合

　受注者が工期の満了の日まで
に工事を完成しなければならな
いことは、契約上当然のことで
あるが、種々の事情により定め
られた工期内に工事を完成させ
ることが困難となる場合があ
る。このように工事の工期内完
成が不可能となる場合は、一般
的に次の３つに分類される。

　受注者の帰責事由によ
り工事の着手が遅れ、又
は工事の進捗がはかどら
ない場合
　条件変更、設計図書の
変更、前払金等の不払に
対する工事中止の場合な
ど契約内容の変更、又は
発注者の帰責事由により
当初の工期が不適当とな
る場合

備　　　　考

備　　　　考



第31条　契約担当者による工期の短縮の請求等（約款第22条）

　監督員は、道路の供用開始等、当初予定した
時期を繰り上げて行う必要がある場合には、短
縮する日数及び短縮するために必要とする増加
費用を算出して契約担当者に報告するものとす
る。

受　　注　　者
総括監督員

監　　督　　員　　の　　業　　務
備　　　　考

　工期は、工事の施工に必要な
物理的な期間によって定められ
るものであるが、同時に、完成
した構造物の供用面から要請も
考慮に加えられている。
　このように、供用面の要請を
考慮にいれ工期は定められてい
るが、公共施設等については、
例えば、道路の供用開始時期、
公営住宅の入居時期について、
当初予定した時期を繰り上げて
行うことが行政運営上必要とな
る場合もあり、それ以外にも事
業の執行に関する当初の予定が
変更され、早い時期に完成が必
要となる場合がある。このよう
な場合には、当然に工事目的物
の完成も繰り上げることが必要
となり、工期を短縮せざるを得
ない。また、同様にして、本規
則の各条項において工期を延長
することが必要な場合におい
て、公共施設等の供用、利用面
からの要請により、必要な日数
の延長を行うことが困難な場合
も生じる。
　一方、工期は、ほとんどの場
合、経済的に も妥当な速度で
工事を施工することを前提にし
て定められており、これに各季
節における気象条件等を考慮し
て決定するのが通例であるの
で、ある程度経済性を無視し
て、あるいは気象条件等の不利
を覚悟すれば、短縮を行う余地
は残されている。
　したがって、発注者の行政運
営の必要性から工事費の増嵩等
をも考慮して、工期の短縮等を
行う必要性があると判断すれ
ば、受注者も経済的不利益がな
い限り、これに応じることに問
題はないはずであり、そのよう
な趣旨から本条の規定が設けら
れている。

　第１項　契約担当者
は、特別の理由により
工期を短縮する必要が
あるときは、工期の短
縮を受注者に請求する
ことができる。
　第２項　契約担当者
は、この規則の定める
ところにより工期を延
長すべき場合におい
て、特別の理由がある
ときは、通常必要とさ
れる工期に満たない工
期への変更を請求する
ことができる。
　第３項　前２項の場
合において、当事者は
必要に応じ請負代金額
を変更し、県は受注者
に生じた損害につき必
要な費用を負担しなけ
ればならない。
　第４項　第26条の2第
２項及び第３項の規定
は第１項又は第２項の
規定による請求があっ
た場合及び前項の規定
による変更後の請負代
金額の決定に、同条第
４項の規定は前項の必
要な費用の額の決定に
準用する。この場合に
おいて、同条第２項本
文中「前項の規定によ
る変更後の工期又は請
負代金額」とあるのは
「第１項又は第２項の
規定による請求に係る
変更後の工期及び前項
の規定による変更後の
請負代金額」と、同条
第３項ただし書中「工
期又は請負代金額の変
更事由が生じた日」と
あるのは「受注者が工
期の短縮又は変更の請
求を受けた日」と、同
条第４項中「第１項」
とあるのは「前項」と
読み替える。

契　約　担　当　者
主任監督員 担当監督員



第33条　臨機の措置（約款第26条）

①

②

③

　第３項　監督員は、災害防止その他建設工事
の施工上特に必要があると認めるときは、受注
者に対して臨機の措置をとることを請求するこ
とができる。この場合においては、受注者は、
直ちにこれに応じなければならない。

　第１項　受注者は、
災害防止等のため必要
があると認めるとき
は、臨機の措置をとら
ねばならない。
　この場合において、
受注者は、そのとった
措置の内容を直ちに監
督員に通知するものと
する。
　第２項　前項前段の
場合において、必要が
あると認めるときは、
受注者は、あらかじめ
監督員の意見を聴かな
ければならない。ただ
し、緊急やむを得ない
事情があるときは、こ
の限りでない。

総括監督員 主任監督員 担当監督員
受　　注　　者

監　　督　　員　　の　　業　　務

「受注者の措置義務」
　第１項は、災害防止等のため
の臨機の措置をとるべき義務を
有するのは受注者であることを
明らかにするとともに、第２項
において受注者が「必要がある
と認めるとき」は、監督員の意
見をあらかじめ聴かなければな
らないことを規定している。
　この場合の災害の防止等に
は、前述したとおり、工事目的
物、工事材料、仮設物、建設機
械器具等に関する被害の防止の
ほか、工事の施工が第三者に与
える損害の防止や工事の施工に
従事する労働者の労働災害防止
を含むものと解される。
　受注者が、臨機の措置をとる
に当たって「必要があると認め
る」か否かは、受注者の判断に
委ねられており、同時に、監督
員の意見を聞く場合に「必要が
あると認める」か否かも、受注
者に委ねられている。しかし、
この監督員の意見を聴くかどう
かは第４項の費用負担とも関連
するものであって少なくとも、
工期の延長あるいは発注者の費
用の負担を伴わないようないわ
ば受注者の責任の範囲内におい
て処理しうるものは別として、
受注者の責任の範囲を超えるも
のあるいは受注者がとるべき臨
機の措置につき判断し得ないよ
うなものは、監督員の意見を聴
くべきであろう。もちろん、監
督員の意見を聴くほど余裕のな
いほど切迫したもの等緊急やむ
を得ない事情があるときは、監
督員の意見を聴くことなく臨機
の措置をとることができるとさ
れている。
「監督員の措置請求」
　第３項は、災害防止その他施
工上特に必要があると認められ
るが、受注者がそれに気付かな
いとき又は受注者の判断に誤り
があって措置をとらないとき
に、監督員は受注者に対して臨
機の措置をとることを求めるこ
とができる。
　この措置の請求は、受注者に
対する指示と解され、受注者
は、その措置請求が明らかに誤
りである等従わないことについ
て正当な理由がある場合を除い
て、これに従わなければならな
い。

契　約　担　当　者

　第４項　受注者が第
１項又は前項の規定に
より臨機の措置をとっ
た場合において、当該
措置に要した費用のう
ち、受注者が請負代金
額の範囲内において負
担することが適当でな
いと認められる費用に
ついては、県が負担す
る。
第５項　第26条の２第4
項の規定は、前項の規
定により県が負担する
費用の額の決定に準用
する。

備　　　　考

　第１項に
ついて受注
者より臨機
の措置をと
るに当たっ
て、工期の
延長、請負
代金額の変
更を行う場
合、又は臨
機の措置に
つき判断し
得ない場合
について意
見を求めら
れたときに
は、主任監
督員に報告
しなければ
ならない。

　主任監督員
から報告を受
けたときは、
判断可能なも
のは指示し、
その他につい
ては、契約担
当者に報告し
なければなら
ない。

　担当監督員
から報告を受
けたときは、
その措置につ
いて判断可能
なものは指示
し、その他に
ついては総括
監督員に報告
しなければな
らない。

　受注者の
意見を聞く
余裕がなく
受注者の緊
急にとった
臨機の措置
について報
告を受けた
ときは、主
任監督員に
報告しなけ
ればならな
い。
　臨機の措
置をとる必
要がある場
合におい
て、受注者
がそれに気
付かないと
き、又は受
注者の判断
に誤りが
あって措置
をとらない
場合には、
主任監督員
に報告しな
ければなら
ない。



第34条　一般的損害（約款第27条）

　第１項　各本条に特
別の定めがある場合を
除くほか、工事目的物
の引渡しが行われたと
みなされる前に工事目
的物又は工事材料につ
いて生じた損害その他
建設工事の施工に関し
て生じた損害について
は、受注者がその費用
を負担する。ただし、
その損害（「第56条第
１項の規定により付さ
れた保険等によりてん
補される損害（以下
「保険てん補部分」と
いう。）を除く。）の
うち、契約担当者の責
めに帰すべき事由によ
り生じた損害について
は、県がその費用を負
担する。

受　　注　　者
主任監督員

　本条において工事目的物の引
渡し前と規定されたのは、主と
して工事目的物に関して生じた
損害については、引渡し後は受
注者の負担としないことを明ら
かにするためである。このた
め、受注者の所有する仮設物、
建設機械器具に関する損害など
当然に受注者の負担に属する損
害は､工事目的物の引渡し後に
おいても受注者が負担しなけれ
ばならない。
　発注者の帰責事由による損害
には、例えば、監督員の指示に
基づいて施工したため発生した
労務者の被害又は工事目的物等
の損壊、支給材料又は貸与品に
よって生じた工事目的物の損
壊、あるいは、設計図書に誤り
があったため生じた労務者の被
害や工事目的物の損壊などが含
まれよう。
　なお、損害が発注者及び受注
者の双方の責により生じた場合
の発注者の負担となるのは、損
害のうち発注者の責に帰すべき
事由により生じた部分に限られ
る。
　したがって、例えば、損害の
発生原因は発注者にあるが、発
生後受注者が善良な管理者の注
意を怠りいたずらに損害を拡大
したような場合は、損害の負担
は、発注者及び受注者の双方が
それぞれ妥当な部分を分担すべ
きである。このように、発注者
の帰責事由と発注者以外の帰責
事由（受注者の帰責事由を含
む。）があいまって損害が発生
した場合には、それぞれの帰責
事由が損害に寄与した割合に応
じて、発注者と受注者が損害を
負担することとなる。それぞれ
の帰責事由が損害に寄与した割
合の決定方法については本約款
には明文の規定はないが、協議
によって解決すべきと解する。

契　約　担　当　者 備　　　　考
総括監督員

監　　督　　員　　の　　業　　務

　主任監督員
から報告受け
たときは、損
害額及びその
責任について
審査し、契約
担当者に報告
しなければな
らない。

担当監督員
　担当監督員
から損害につ
いて報告を受
けたときは、
その損害額及
び損害を与え
た原因が発注
者の責めによ
るものか、受
注者の責めに
よるものか審
査し､総括監督
員に報告しな
ければならな
い。

　工事目的物
の引渡し前
に、監督員の
指示に基づい
て施工したた
め損害が生じ
た場合、ある
いは設計図書
に誤りがあっ
てそのため工
事目的物につ
いて損害を生
じた場合に
は、損害額を
算定し、主任
監督員に報告
しなければな
らない。



第35条　第三者に及ぼした損害等（約款第28条）

受　　注　　者

　約款第28条第１項
工事の施工に伴い第三
者に損害を及ぼしたと
きは、受注者がその損
害を賠償しなければな
らない。ただし、その
損害（第47条第１項の
規定により付された保
険等によりてん補され
た部分を除く。以下本
条において同じ。）の
うち、発注者の責めに
帰すべき事由により生
じたものについては、
発注者が負担する。
　同条第２項　前項の
規定にかかわらず、工
事の施工に伴い通常避
けることができない騒
音、振動、地盤沈下、
地下水の断絶等の理由
により第三者に損害を
及ぼしたときは、発注
者がその損害を負担し
なければならない。た
だし、その損害のうち
工事の施工につき受注
者が善良な管理者の注
意義務を怠ったことに
より生じたものについ
ては、受注者が負担す
る。
　同条第３項　前２項
の場合その他工事の施
工について第三者との
間に紛争を生じた場合
においては、発注者と
受注者は協力してその
処理解決に当たるもの
とする。

　約款第28条第１項は、通常避
けることが可能な第三者に与え
た損害については、受注者が損
害を賠償しなければならないと
いう大原則を規定し、損害の発
生の原因が監督員の指示による
など発注者の責に帰すべき事由
による場合には、第１項後段で
特則を設け、発注者の負担とな
ることを規定している。
　第２項は、第1項の大原則に
特則を設け、通常避けることが
できない騒音、振動、地盤沈
下、地下水の断絶等の理由によ
る損害については、原則とし
て、発注者が負担することとし
ている。ここで、「通常避ける
ことができない」というのは、
発注者の設計する工事目的物が
当然に損害の原因となるもの及
び工事の施工が通常の技術的又
は経済的尺度で判断して妥当な
場合においても避けえないもの
と考えるべきであり、特殊な又
は一般的でない施工方法をとれ
ば避けることができる場合で
も、その旨が設計図書等に指定
されていない場合には、通常避
けることができない場合に該当
する。また、工事を施工する地
域の特殊性に応じて、発注者が
特にこれらの損害の防止のため
特別の施工工法等を考慮した場
合においては、予定価格の積算
においても配慮し、むしろその
特別の施工工法等に従うことを
設計図書は明らかにし、受注者
に義務付けるべきであり、その
ようにしてもなお防止し得ない
ものについては本項を適用すべ
きである。
　第２項後段においては、工事
の施工に伴ない通常避けること
ができない損害についての発注
者負担の原則に特則を設けて、
受注者が工事の施工につき善良
な管理者の注意義務を怠ったこ
とにより生じた損害について
は、受注者の負担とすることを
規定している。
　第３項は、前２項に規定する
場合その他工事の施工について
第三者との間に紛争を生じた場
合においては、発注者及び受注
者の双方が協力してその処理解
決に当たるべきことを規定して
いる。

契　約　担　当　者 備　　　　考

　工事の施工に伴い、第三者に騒音、振動、地
盤沈下、地下水の断絶等の理由により損害が及
ぶおそれがある場合には、事前に調査を行わな
ければならない。

監　　督　　員　　の　　業　　務

　主任監督員
から報告を受
けたときは、
判断可能なも
のは指示し、
その他につい
ては契約担当
者に報告しな
ければならな
い。

総括監督員 主任監督員 担当監督員

　工事の施工
に伴って第三
者に、騒音、
振動、地盤沈
下、地下水の
断絶等により
損害をおよぼ
したときは、
主任監督員に
報告しなけれ
ばならない。

　第三者に損
害を与えたと
きの報告を受
けたときは、
損害を与えた
原因が「通常
避けることが
できない」も
のによるもの
か調査し、総
括監督員に報
告しなければ
ならない。



第36条　不可抗力による損害（約款第29条）

ア）
①

②

イ）
③

ウ）

総括監督員 主任監督員

　受注者
が善良な
管理者と
しての注
意義務を
怠ったこ
とに基づ
くもので
ないか確
認する。
　火災保
険その他
の保険等
によりて
ん補され
るものが
ないか確
認し、総
括監督員
に報告し
なければ
ならな
い。

 天災不可抗力による損害を生じた場合には、昭
和60年10月23日付け管第434号による「天災その
他不可抗力により工事出来形部分等に損害を生
じた場合等における事務の取扱いについて」に
より行う。

　主任監督員
から報告を受
けたときは、
事後の方針に
ついての意見
を契約担当者
に報告しなけ
ればならな
い。

　天災そ
の他不可
抗力の災
害か確認
する。

　受注者から
天災その他不
可抗力により
損害を生じた
旨の報告を受
けたときは、
被害写真、出
来形写真、工
事記録簿、材
料検査簿、出
来形管理図等
を提出させ平
面図、横断図
等に出来高、
手戻り等を記
入するととも
に、異常気象
資料等を整備
し、主任監督
員に報告しな
ければならな
い。

　工事現場に搬入済みの
工事材料
　工事材料は、第13条第2
項において定義されてい
るように、工場で生産さ
れ、組み立てられて、工
事現場で設置するものが
増えており、工事材料と
工場製品を明確に区別す
ることが困難となってい
るため、工場製品を含む
概念で工事材料を取り扱
うこととしている。

　なお、「工事現場に搬
入済み」の工事材料につ
いてのみ本条の適用があ
るので、工事現場外の工
場、倉庫等は、立地上安
全な場所を選定し得る
し、本条において不可抗
力による損害の負担を部
分的に発注者が負うこと
としたのは、それらの損
害の発生が工事現場の特
定といった面において、
ある程度発注者の意思に
制約されるものであり、
反面、臨機の措置（第33
条）その他発注者におい
てもその回避のための努

　担当監督員
から報告を受
けたときは、

　第１項　工事目的物
の引渡しが行われたと
みなされる前に、天災
等（設計図書で基準を
定めたものにあって
は、当該基準を超える
ものに限る。）で当事
者双方の責めに帰すこ
とができないもの（以
下「不可抗力」とい
う。）により、工事目
的物、仮設物又は工事
現場に搬入済みの工事
材料若しくは建設機械
器具に損害を生じたと
きは、受注者は、その
事実の発生後直ちにそ
の状況を契約担当者に
通知しなければならな
い。

備　　　　考

　第２項　契約担当者
は、前項の規定による
通知を受けたときは、
直ちに調査を行い、同
項の損害の状況を調査
し、その結果を受注者
に通知するものとす
る。
　第３項　契約担当者
は、前項の規定により
確認された損害のう
ち、この規則の定める
ところにより行った検
査若しくは立会い又は
整備された見本等その
他の受注者の工事に関
する記録等により確認
することができた工事
目的物、仮設物又は工
事に搬入済みの工事材
料若しくは建設機械器
具に係る損害の額（受
注者が善良な管理者の
注意義務を怠ったこと
に基づく損害の額及び
保険てん補部分の額を
除く。）及び当該損害
の取片付けに要する費
用の額の合計額（以下
「損害合計額」とい
う。）を負担しなけれ
ばならない。ただし、
損害合計額のうち請負
代金額の100分の１に相
当する額に至るまでの
金額については、この
限りでない。
　第４項　不可抗力に
よって生じた損害のう
ち工事材料、仮設物及
び建設機械器具に係る
損害の額は、受注者が
通常妥当と認められる
範囲を超えた品質、数
量、規格又は性能の工
事材料、仮設物及び建
設機械器具を使用した
場合であっても、通常
妥当と認められる範囲
の品質、数量、規格又
は性能に基づいて算定
する。
　第５項　数次にわた
る不可抗力により損害
合計額が累積した場合
における第２次以降の
損害の負担について
は、第３項本文中「損
害の額」とあるのは
「損害の額の累計」
と、「保険てん補部分
の額」とあるのは「保
険てん補部分の額の累
計」と、「損害の取片
付けに要する費用の
額」とあるのは「損害
の取片付けに要する費
用の額の累計」と、同
項ただし書中「損害合
計額のうち請負代金額
の100分の１に相当する
額」とあるのは「損害

契　約　担　当　者

　工事目的物
　土木工事における盛土
部分とか、コンクリート
工事における打設済みの
コンクリート部分のよう
に部分的に出来上がって
いる工事目的物の部分で
あって、土地に定着し又
は工作物に付属している
ものをいう。部分払のた
めの確認（約款第37条第
２項）を受けているかを
問わないのは、第４項の
規定からみて明らかであ
る。
　仮設物
　工事目的物以外の工作
物であって、工事の施工
上の必要性に基づき仮に
設置するものをいう。し
たがって、その定義上、
工事現場に設置されてい
ることになる。主なもの
としては、受注者の現場
事務所、労働者寄宿舎、
材料倉庫等、コンクリー
トプラント、受変電設備
等、河川等の仮締切り、
仮桟橋、仮設道路、仮覆
い、仮囲い等、仮設足
場、コンクリートの仮
枠、仮支柱等があげられ
る。

　第１項は、不可抗力によって
損害を生じた場合において、受
注者は、損害発生後直ちに、そ
の状況を発注者に通知しなけれ
ばならないことを規定してい
る。
　通知をすべき損害の対象に
は、次のものがある。

受　　注　　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

担当監督員



エ）

第39条　検査及び引渡し（約款第31条）

　受注者から
完成届出書が
提出されたと
きは、速やか
に次に掲げる
調査を行い、
主任監督員に
報告しなけれ
ばならない。

主任監督員

総括監督員

総括監督員

備　　　　考受　　注　　者
主任監督員 担当監督員

備　　　　考契　約　担　当　者

　第２項　契約担当者
は、前項の完成届出書
の提出を受けたとき
は、その日から14日以
内に受注者の立会いの
上設計図書に定めると
ころにより建設工事の
完成を確認するための
検査を完了し、かつ、

合計額のうち請負代金
額の100分の１に相当す
る額に既に負担した額
を加えた額」として同
項を適用する。

契　約　担　当　者

力が期待し得るからでも
ある。
　工事現場に搬入済みの建
設機械器具
　工事現場に搬入された建
設機械器具であり、受注者
が所有しているか、借用して
いるか問わない。

　第４項は、発注者が負担する
仮設物、工事材料又は建設機械
器具に関する損害は、「通常妥
当と認められる」ものに係る損
害に限られる。仮設物、建設機
械器具については、第18条によ
り設計図書に指定がない限り自
主施工の原則に則り受注者の裁
量に委ねられているものであ
る。また、工事材料について
も、第24条第１項により設計図
書に品質の規定がない場合に
は、中等の品質のものを使用す
れば十分とされており、工事材
料の選択は受注者に委ねられて
いる。（「通常妥当」とは、工
事材料については、中等の品質
という意味である。）したがっ
て、受注者が通常妥当と認めら
れる範囲を超えて特殊な、ある
いは、不必要な仮設物、建設機
械器具、上等な品質の工事材料
を選定した場合には、事故のリ
スクの上にこれらを選定してい
るのであるから、発注者は、仮
設物、建設機械器具、工事材料
が通常妥当と認められるもので
あったら生じたであろう損害の
みを負担すれば十分である。ま
た、通常妥当と認められる仮設
物等を用いれば損害は発生しな
かったのに、通常妥当と認めら
れない仮設物等を用いたことに
よって損害を生じた場合には、
発注者は、その損害を負担する
必要はない。
　工事目的物、仮設物、工事材
料又は建設機械器具について
は、発注者と受注者の間で確認
することができるものでなけれ
ばならない。すなわち、工事目
的物、仮設物、工事材料又は建
設機械器具については、発注者
が工事材料の検査（第24条第２
項）、監督員の立会い（第25条
第１項及び第２項）、部分払い
のための確認（第45条第３
項）、その他受注者の工事に関
する記録等により確認し得るも
のに係る額に限られる。

受　　注　　者

　主任監督員
から報告を受
けたときに
は、完成届出
書を契約担当
者に進達しな
ければならな
い。

　担当監督員
から報告を受
けたときに
は、審査を
し、総括監督
員に報告しな
ければならな
い。

監　　督　　員　　の　　業　　務

監　　督　　員　　の　　業　　務
担当監督員

　第１項　受注者は、
建設工事が完成したと
きは、様式第16号によ
る完成届出書を契約担
当者に提出しなければ
ならない。
　第５項　受注者は、
検査に合格しなかった
旨の第２項の規定によ



①

②

第41条　部分使用（約款第33条）

　主任監督員
から報告を受
けたときは、
審査し、契約
担当者に報告
しなければな
らない。

総括監督員
監　　督　　員　　の　　業　　務

主任監督員

担当監督員
　出来形管
理、品質管
理、写真管
理等の関係
書類につい
て現場代理
人に説明さ
せ、数値を
確認し、関
係書類を整
備させる。

担当監督員
 第１項　契約担当者
は、第39条第４項の規
定により引渡しが行わ
れたとみなされる前に
おいても、受注者の承
諾を得て、工事目的物
の全部又は一部を使用
することができる。
　第２項　前項の場合
においては、契約担当
者は、その使用部分を
善良な管理者の注意を
もって使用しなければ
ならない。
　第３項　契約担当者
が、第１項の規定によ
り工事目的物の全部又
は一部を使用したこと
によって受注者に損害
を及ぼしたときは、県
は必要な費用を負担し
なければならない。
　第４項　第26条の２
第４項の規定は、前項
の規定により県が負担
する費用の額の決定に
準用する。

当該検査の結果を受注
者に通知しなければな
らない。この場合にお
いて、契約担当者は、
必要があると認められ
るときは、その理由を
受注者に通知して、工
事目的物を 小限度の
範囲に限り破壊して検
査することができる。

契　約　担　当　者

　第３項　第27条第５
項の規定は、前項後段
の検査に準用する。
　第４項　契約担当者
が、検査に合格した旨
の第２項の規定による
通知をしたときは、工
事目的物の引渡しが行
われたものとみなす。

監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者

　第１項は、単に「第39条第４
項の規定による引渡し前」と規
定しているだけであり、発注者
が使用を希望している当該部分
の完成の有無や当該部分に相応
する請負代金の支払いの有無
は、部分使用の可否と直接関係
するものでない。このことは、
部分引渡しが工事の部分的完了
に伴いなされるものであり、か
つ、当該部分に相応する請負代
金の支払いと結びついているこ
とと基本的に異なるものであ
る。
　第２項は、発注者は、使用部
分に損傷を与えることのないよ
うに注意すべき義務を課され、
使用部分を加工したり、現状を
変更したりすることは許されな
い。
　このように、部分使用中は、
発注者は、使用部分を善良な管
理者の注意義務をもって使用す
べきことになるが、受注者の管
理責任はなくならない。部分使
用中は、未だ工事が完成してお
らず、引渡し前でもあるので、
他の施工中の部分と同様に、受
注者は、管理責任を負うことに
なる。
　なお、部分引渡しの場合は、
引き渡された部分の所有権は完
全に移転し、受注者に管理責任
は全くない。
　したがって、受注者は、引き
渡された部分について損害を負
担することなく、瑕疵担保責任
を負うのみである。

備　　　　考

号による修補完了届出
書」とし、第２項中
「完成届出書」とある
のは「修補完了届出
書」とする。

備　　　　考

　現場に例
えば、測
点、寸法等
マーキング
を行わせ、
現場代理人
立会いの
上、出来形
を設計図書
に基づいて
確認する。
ただし、大
規模工事及
び重要構造
物の出来形
の確認に当
たっては、
主任監督員
の立会いを
求める。

受　　注　　者契　約　担　当　者
総括監督員 主任監督員

る通知を受けたとき
は、直ちに修補しなけ
ればならない。この場
合のこの条の規定の適
用については、第１項
中「建設工事が完成し
たときは、様式第16号
による完成届出書」と
あるのは「修補が完了
したときは、様式第17

　工事目的物
の部分使用を
する必要があ
るときは、受
注者に対する
部分使用承諾
願に意見を付
して、総括監
督員に報告し
なければなら
ない。



第45条　部分払（約款第37条）

（１）

（２）

（３）

　

　既に行われた当該建設
工事に係る作業に要する
経費が請負代金額の２分
の１以上の額に相当する
ものであること。

　第４項　契約担当者は、前項
の規定による認定の請求を受け
たときは、速やかに当該認定の
結果を当該受注者に通知しなけ
ればならない。
　第５項　契約担当者は、第１
項又は第２項に規定する請求が
あったときは、当該請求を受け
た日から14日以内に当該前払金
を支払わなければならない。

契　約　担　当　者

 第３項　契約担当者
は、前項の規定による
確認の請求を受けた日
から14日以内に、受注
者の立会いの上、設計
図書に定めるところに
より、同項の確認をす
るための検査を行い、
かつ、当該検査の結果
を受注者に通知しなけ
ればならない。
　第４項　第27条第５
項及び第39条第２項後
段の規定は、前項の検
査に準用する。

　工程表により工期の２
分の１を経過するまでに
実施すべきものとされて
いる当該建設工事に係る
作業が行われているこ
と。

　工期の２分の１を経過
していること。

　部分払の請
求をさせると
きは、平成21
年3月31日付け
改正建業第297
号「建設工事
請負代金の部
分払の取扱い
について」及
び昭和45年９
月21日付け管
第369号「出来
形歩合調書の
作成につい
て」に基づき
作成させるも
のとし、これ
に基づき遅滞
なく工事の出
来形を調整
し、出来形歩
合調書を作成
し、主任監督
員に提出しな
ければならな
い。

　出来形歩合
調書により出
来形を確認し
証明の上、契
約担当者に進
達するものと
する。

　「第42条（前金払）」
　第１項　受注者は、１件の請
負代金額が200万円以上の建設
工事に要する費用について、建
設工事請負契約書記載の建設工
事完成の時期を保証期限とする
保証事業会社との保証委託契約
（以下「保証委託契約」とい
う。）を締結し、その保証証書
を契約担当者に提出して、請負
代金額の10分の４以内の額の前
払金の支払を請求することがで
きる。
　第２項　前項に規定する前払
金の支払を受けた受注者は、当
該建設工事に要する費用につい
て、前項の保証委託契約に加え
て新たに保証委託契約を締結
し、その保証証書を契約担当者
に提出して、当該前払金に追加
して請負代金額の10分の２以内
の額の前払金の支払を請求する
ことができる。
　第３項　前項の規定による請
求をしようとする受注者は、契
約担当者に対し、あらかじめ、
当該建設工事が次に掲げる要件
に該当することの認定を請求
し、その旨の認定を受けなけれ
ばならない。

備　　　　考
総括監督員 主任監督員

受　　注　　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

 第１項　受注者は、建
設工事の完成前に、出
来形部分又は製造工場
等にある特殊な工場製
品に相応する請負代金
相当額（以下「出来高
金額」という。）の10
分の９以内の額につい
て、部分払いを請求す
るこができる。ただ
し、前払金があった場
合においては特に必要
があると認める場合を
除き、出来形が、現に
なされた前払金の請負
代金額に対する割合に
10分の１を加えた率以
上に達したときに限
る。
　第２項　受注者は、
前項の規定による請求
をしようとするとき
は、契約担当者に対
し、あらかじめ、様式
第19号による出来形確
認請求書を提出して、
当該請求に係る出来形
部分及び製造工場等に
ある特殊な工場製品の
確認を請求しなければ
ならない。
　第５項　出来高金額
は、当事者が協議して
定める。ただし、受注
者が第３項の通知を受
けた日から10日以内に
協議が整わない場合に
は、契約担当者が定
め、受注者に通知す
る。
　第６項　受注者は、
検査に合格した旨の第
３項の規定による通知
を受けたときは、請求
書に様式第18号による
請求明細書を添えて部
分払金の支払を請求す
ることができる。この
場合においては、契約
担当者は、当該請求を
受けた日から14日以内
に部分払金を支払わな
ければならない。
　第７項　部分払金の
額は、次の式により算
定する。
出来高金額×((９/10)
－(前払金額/請負代金
額))
　第８項　第１項の規
定による部分払の請求
回数は、次の各号に掲
げる請負代金額の区分
に応じ当該各号に掲げ
る回数以内とする。た
だし、契約担当者が特
に必要があると認めた
ときは、請求回数を増
加することができる。

　担当監督員
から出来形歩
合調書が提出
された場合に
は、出来形を
審査し、総括
監督員に提出
しなければな
らない。

担当監督員



（１）

（２）

（３）

第46条　部分引渡し（約款第38条）

　第９項　第６項の規
定により部分払金の支
払があった後、再度部
分払の請求をする場合
においては、第１項中
「請負代金相当額」と
あるのは「請負代金相
当額から既に部分払の
対象となった請負代金
相当額を控除した額」
とする。

　請負代金額100
万円以上2,000万
円未満…２回

総括監督員
備　　　　考

主任監督員 担当監督員
契　約　担　当　者

 第１項　第39条及び第
40条の規定は、契約担当
者が設計図書において建
設工事の完成に先立って
工事目的物の一部の引渡
しを受けるべきことを指
定した部分又は工事目的
物の一部が完成した場合
には当該部分を引渡すこ
とについて当事者の合意
が成立した部分（以下
「一部引渡指定部分」と
いう。）がある場合にお
いて当該一部引渡指定部
分が完成した場合に準用
する。この場合におい
て、第39条中「建設工
事」とあるのは「一部引
渡指定部分に係る工事」
と、「工事目的物」とあ
るのは「一部引渡指定に
係る工事目的物」と、第
40条中「請負代金」とあ
るのは「部分引渡しに係
る請負代金」と読み替え
る。
　第２項　前項の規定に
より準用される第40条第
１項の規定により請求す
ることができる部分引渡
しに係る請負代金の額
は、次の式により算出す
る。
　一部引渡指定部分に相
応する請負代金の額×
(１－(前払金額/請負代
金額))
　第３項　前条第５項の
規定は、前項の規定によ
る部分引渡しに係る請負
代金の額の算定に当たっ
て準用する。この場合に
おいて、同条第５項本文
中「出来高金額」とある
のは「一部引渡指定部分
に相応する請負代金の

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

備　　　　考受　　注　　者

　部分引渡しの対象となるもの
は、発注者が「設計図書におい
て指定した部分（指定部分）」
とされているが、これを設計図
書で定めることとしたのは、部
分引渡しが検査及び請負代金の
支払等について工事の全体の完
成時における引渡しと同様の取
扱いを受けるため、どの部分が
その対象として考えられている
かを明確にしておく必要がある
からである。
　この場合、発注者が部分引渡
しの対象として指定し得る部分
は「引渡し」の対象になり得る
こと、すなわち、他の部分と分
けて特定することができ（可分
性）、管理責任の移転ができる
部分であることが必要である。
ただし、部分引渡しを行うか否
かは、あくまでも発注者の判断
であり、契約前に、あらかじめ
設計図書に指定しておくことが
必要である。
　部分引渡しと類似のものとし
て、第41条に定める部分使用が
あるが、部分使用については、
当該部分の所有権の帰属につい
ては、議論があるところである
が、使用部分の当該部分の管理
責任は、受注者に残されてい
る。一方、部分引渡しを受けた
部分は、議論の余地なく明らか
に発注者に所有権が帰属するこ
ととなり、受注者は管理責任を
負わない。このように部分引渡
しを行った後においては、当該
部分について、不可抗力により
損害を生じた場合においても、
受注者は何等責任を負うもので
なく、発注者が当然その負担を
負うこととなる。

担当監督員

　請負代金額
5,000万円以上…
４回

　請負代金額
2,000万円以上
5,000万円未満…
３回

受　　注　　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

総括監督員 主任監督員
　設計図書において指定した部分（指定部分）
がある場合及び工事目的物について指定部分が
ない場合において工事目的物の一部が完成しそ
の引渡しについて合意が成立した場合には、出
来形設計書を作成し、第39条を準用して既済部
分検査を受けなければならない。



第52条　契約担当者の解除権（約款第43条）

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

契　約　担　当　者

額」と、同項ただし書
中「第３項の通知を受
けた日から10日以内」
とあるのは「第１項の
規定により準用される
第39条第２項前段の規
定による通知を受けた
日から14日以内」と読
み替える。

契　約　担　当　者

監　　督　　員　　の　　業　　務
受　　注　　者 備　　　　考

総括監督員 主任監督員 担当監督員
　第１項第１号は、正当な理由
なく工事に着手すべき期日を過
ぎても工事に着手しないとき
は、契約を解除できることとし
ている。
　「工事に着手すべき期日」と
は、設計図書に定められている
場合には、その期日であるが、
その定めがないときは、契約書
上の工期の初日が「工事に着手
すべき期日」と解する。
　また、「着手」とは、現実に
工事の施工を始めることに限ら
ず、労働者募集、施工計画表の
作成、現場調査等の施工準備行
為が含まれる。
　第２号に定める解除要件は、
受注者の責に帰すべき事由によ
り工期内に完成しないときと受
注者の責に帰すべき事由により
工期経過後相当の期間内に工事
を完成する見込みがないと明ら
かに認められるときの２つであ
る。なお、「相当の期間」と
は、工期の長さ、従来の履行状
況、残工事量等を勘案して個別
に判断することとなるが、契約
を解除して残工事を新たな受注
者に工事を完成させた場合の完
成時期が一つ目安となろう。
　第３号は、主任技術者又は監
理技術者を設置しなかった場合
を解除要件としている。
　第４号は、第１号から第３号
までに掲げる場合以外に、受注
者が契約に違反し、その違反に
より契約の目的を達することが
できないと認められる場合を解
除要件としている。なお、「契
約に違反し」とは、本約款にお
いて受注者に課している付随的
債務を含む種々の義務に違反す
るときである。また、「契約の
目的を達することができないと
認められるとき」とは、工期内
に工事が完成しないと認められ
る場合、工事の完成が不能と認
められる場合や工事が工期内に
完成しても不完全履行となると
認められる場合、例えば、工事
材料の検査義務違反等を重ねた
ため設計図書に定められた強度
を持たない工事目的物が完成さ
れると認められる場合などを意
味する。
　第５号による解除は、第54条
において受注者の解除要件が定
められているにもかかわらず、
その解除要件以外による解除の
申出によって工事契約の履行拒
否の意思を明示したしたことを

　正当な理由な
く、建設工事に着
手すべき期日を過
ぎ、かつ、相当の
期間を定めてその
着手の催告をした
にもかかわらずそ
の期間内に当該建
設工事に着手しな
いとき。

　相当の期間を定
めてその設置を催
告したにもかかわ
らずその期間内に
第22条第１項各号
に掲げる者を設置
しなかったとき。

　その責めに帰す
べき事由により工
期内に建設工事を
完成しないとき、
又は工期経過後相
当の期間内に建設
工事を完成する見
込みが明らかにな
いと認められると
き。

　第３項　第１項の規
定により請負契約が解
除された場合において
は、受注者は、請負代
金額の10分の１に相当
する額を違約金として
契約担当者の指定する
期間内に支払わなけれ
ばならない。

　第１項　契約担当者
は、受注者が次の各号
のいずれかに該当する
ときは、請負契約を解
除することができる。

　前３号に掲げる
場合のほか、請負
契約に違反し、そ
の違反により請負
契約の目的を達す
ることができない
と認められると
き。

　第２項　前項の規定
により請負契約を解除
しようとするときは、
様式第20号による請負
契約解除通知書によ
り、受注者に通知する
ものとする。
　第４項　契約担当者
は、第12条第１項の規
定により契約保証金の
納付又はこれに代わる
担保の提供が行われて
いるときは、当該契約
保証金又は担保をもっ
て前項の違約金に充当
することができる。

　工期内に工
事を完成する
見込みがない
とき、又は正
当な理由がな
いのに工事に
着手しないと
き、その他契
約の履行が危
ぶまれると認
められるとき
は、主任監督
員に報告しな
ければならな
い。

　主任監督員
から報告を受
けたときは、
事実を確認
し、必要があ
ると認められ
るとき、契約
担当者に報告
しなければな
らない。

　担当監督員
から報告を受
けたときは､受
注者より事情
を聴取する等
の調査を行
い、契約の履
行が危ぶまれ
ると認められ
る場合は、総
括監督員に報
告しなければ
ならない。

備　　　　考
総括監督員 主任監督員

　第54条第１項の
規定によらないで
請負契約の解除を
申し出たとき。

担当監督員
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者



第54条　請負者の解除権（約款第45条）

（１）

（２）

（３）

解除要件とする特定解除であ
る。なお、契約の一方当事者が
契約解除の申し出をし、他方が
これに応じれば、法定、約定の
解除要件の有無にかかわらず、
解除が成立する。これは、合意
解除と呼ばれ、特に定めのない
限り､損害賠償請求を行うこと
はできない。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

　第２項　受注者は、
前項の規定により請負
契約を解除した場合に
おいて、損害があると
きは、その損害の賠償
につき必要な費用の負
担を県に請求すること
ができる。

　契約担当者が請
負契約に違反し、
その違反により契
約の履行が不可能
となったとき。

　第29条の２第１
項又は第２項の規
定による建設工事
の施工の中止期間
が工期の10分の５
（工期の10分の５
が６月を超える時
は、６月）を超え
たとき。ただし、
中止が建設工事の
一部のみの場合
は、その一部を除
いた他の部分の工
事が完了した後３
月を経過しても、
なおその中止が解
除されないとき。

　第29条第１項の
規定により設計図
書を変更したため
請負代金額が３分
の２以上減少した
とき。

備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員

受　　注　　者

備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員

　第１項　受注者は、
次の各号のいずれかに
該当する理由があると
きは、請負契約を解除
することができる。

　主任監督員
から報告を受
けたときは､内
容を審査し
て、契約担当
者に報告しな
ければならな
い。

　担当監督員
から報告を受
けたときは､意
見を付して、
総括監督員に
報告しなけれ
ばならない。

　受注者から
契約解除の申
し出を受けた
ときは､直ちに
主任監督員に
報告しなけれ
ばならない。

　第１項第１号は、事情変更に
よる法的解除権を約定により具
体化するものである。
　「第29条第１項の規定」は、
発注者は、その都合により設計
図書を変更できることを定めて
いる。
　同項では、必要があるときは
工期又は請負代金額を変更し、
又は損害を及ぼしたときは必要
な費用を発注者が負担しなけれ
ばならないとしているため、受
注者が損害を受けることがない
ように思われる。しかし、設計
図書の変更により請負代金額が
増額される場合には、受注者が
技術的、経営的に対応できる限
り、受注者の利益にもかなうこ
とであるが、設計図書の変更に
より請負代金額が著しく減額さ
れる場合には、受注者は、当初
期待していた売上、利益を手に
することができなくなり、工事
を完成して減額された請負代金
額を受け取ることに何の価値も
見いだせなくなることがある。
このため、本号では、設計図書
の変更により請負代金額が２/
３以上減少したときを解除要件
として規定している。
　第２号は、「第29条第１項又
は第２項の規定」は、受注者の
責に帰すことができない事由に
より工事の施工ができないと認
められるとき、発注者は工事の
中止をしなければならないこ
と、その他の場合にも、発注者
は、その都合により工事を中止
できることを定めている。同条
第３項では、必要があるときは
工期又は請負代金額を変更し、
又は、必要な費用を発注者が負
担しなければならないこととし
ているため、受注者が損害を受
けることはないように思われ
る。しかし、工事の中止が長期
に及んだ場合には、受注者は、
当初の工期末以後の請負契約獲
得の機会を逸失することとな
り、また、以後の工事計画が大
幅に狂うことになり、経営上大
きな影響を与えることとなる。
このため、本号では、工事の中
止期間が長期に及んだ場合を解
除要件として規定している。
　第３号の、「契約担当者が契
約に違反し」とは、請負代金の

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者



第55条　解除に伴う措置（約款第46条）

　第36条（不可抗力による損害）、第52条（契
約担当者の解除権）、第53条及び第54条（受注
者の解除権）の方針が決定し、既済部分の引渡
しを受ける場合には、取引の対象となる部分の
出来形を調査し、精算設計書を作成の上、第39
条を準用して既済部分検査を受けなければなら
ない。
　ただし、出来形調査に当たっては、現場及び
写真等により確認できるものをいい、工事現場
に搬入した材料は、これを含まないものとす
る。

　第４項　第２項の場
合において、第42条の
規定による前払金が
あったときは、当該前
払金の額（第45条の規
定による部分払をして
いるときは、その部分
払において償却した前
払金の額を控除した
額）を第２項の検査に
合格した出来形部分に
相応する請負代金額か
ら控除した額を支払
い、受領済みの前払金
に余剰があるときは、
受注者はその余剰額を
返還しなければならな
い。
　第５項　前項の規定
による返還に当たって
は、当該余剰額に前払
金の支払の日から返還
の日までの日数に応
じ、知事が別に定める
割合で計算した額の利
息を付さなければなら
ない。
　ただし、前２条の規
定による解除の場合に
あっては、この限りで
ない。
　第６項　受注者は、
請負契約が解除された
場合において、支給材
料があるときは、第２
項の検査に合格した出
来形部分に使用されて
いるものを除き、契約
担当者に返還しなけれ
ばならない。この場合
において、当該支給材
料が受注者の故意若し
くは過失により滅失
し、若しくはき損した
とき、又は同項の検査
に合格しなかった出来
形部分に使用されてい
るときは､代品若しくは
原状に復した支給材料
を返還し、又は返還に
代えてその損害につき
必要な費用を負担しな
ければならない。

[解除の効果]
　契約が解除された場合の一般
的な効果については、民法第
545条に規定がなされており、
契約当事者は、原状回復義務及
び相手方に与えた損害賠償義務
を負うこととされている。しか
し、建設工事に当たっては、契
約の解除に伴う原状回復につい
て、出来形部分の取壊しにより
被る両当事者の時間的、経済的
損失は莫大なものであるなど、
出来形部分の取壊し、支給材料
の返還、工事用地等の整地等と
いった点で問題があり、原状回
復は、極めて不経済かつ不合理
なことである。
　そこで、判例・通説において
も工事の完成部分については解
除をなし得ないとか、建設工事
の請負契約の解除には遡及効果
がないとされているところであ
る。
　本条では、民法の規定だけで
は律しきれないこれらの問題に
ついて、解除の遡及効果を認め
ないことを契約上明確にして解
決を図ったものである。
[出来形部分]
 出来形部分については、ま
ず、発注者の検査を受けなけれ
ならず、発注者は、検査に合格
した部分のみの引渡しを受けた
部分に相応する請負代金額を支
払うこととなる。これは、既に
施工された部分については、取
壊し、撤去することにより生ず
る両当事者の時間的、経済的損
失を考えれば、原状回復するの
ではなく、これを価値あるもの
と評価してなるべく利用すべき
ものとの考えによるが、その出
来形部分の状態、品質等から出
来形部分が価値のないもの、利
用に適さないものであれば、そ
れに対して対価を支払う理由は
ないので、検査を行うこととし
たものである。
[支給材料]
　支給材料は、加工したり、切
断したりして工事目的物のため
に使用すべき性格のものである
から、発注者が支給したもので

支払、費用の負担、支給材料又
は貸与品の引渡し等約款、規則
の各条項に定められた発注者の
義務を果たさないことである。
　また、「不可能となったと
き」というのは厳格に解すれ
ば、本号の適用の余地は、ほと
んどあり得なくなるが、ここで
は、契約違反による前払金や部
分払金の不払の程度が著しくひ
どく受注者が資材の調達に著し
い困難をきたすような場合、代
替の余地があまりない支給材料
又は貸与品が給付されない場合
など工事を完成することを著し
く困難とするような場合も含ま
れるものと解する。

　第１項　第39条第２
項から第４項までの規
定は、請負契約が解除
された場合において準
用する。
　この場合において、
同条第２項前段中「前
項の完成届出書の提出
を受けたとき」とある
のは「解除の通知を
し、又は解除の通知を
受けたとき」と、「建
設工事の完成」とある
のは「出来形部分」
と、同条第４項中「工
事目的物」とあるのは
「出来形部分及び部分
払の対象となった特殊
な工場製品」と読み替
える。
　第２項　契約担当者
は、前項の規定によっ
て準用される第39条第
２項前段の規定による
通知をしたときは、前
項の規定によって準用
される第39条第２項前
段の検査に合格した出
来形部分に相応する請
負代金額を受注者に支
払わなければならな
い。
　第３項　第45条第５
項の規定は、前項の出
来形部分に相応する請
負代金額の決定につい
て準用する。この場合
において、同条第５項
本文中「出来高金額」
とあるのは「第１項の
規定により準用される
第39条第２項前段の検
査に合格した出来形部
分に相応する請負代金
額」と、同項ただし書
中「第３項の通知を受
けた日から10日以内」
とあるのは「第１項の
規定により準用される
第39条第２項前段の規
定による通知を受けた
日から14日以内」と読
み替える。

契　約　担　当　者 受　　注　　者
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※ あるからといって、単純にすべ
てを返還することが原則となる
ものではなく、状況に応じて考
える必要がある。
　使用済みの支給材料について
は、出来形部分として検査に合
格した部分に使用されているい
るものは、当該部分が発注者に
引渡されるものであるから、こ
れを返還する必要がないことは
もちろんである。しかしなが
ら、出来形検査に合格しなかっ
た部分に使用されているもの
は、発注者として評価すべき価
値がないわけであるから、本来
は返還すべきこととなる。しか
し、これは事実上不可能である
から、代品を納めるとか支給材
料について損害賠償をすべきこ
とになる。ただし、返還が可能
な場合は、修復して返還しても
構わない。
　未使用の支給材料について
は、原則として、発注者に返還
しなければならない。
[貸与品]
 貸与品は、第26条の３の規定
により発注者から受注者に貸与
されている建設機械器具である
から、当然発注者に返還しなけ
ればならない。この場合におい
て、貸与品が受注者の使用若し
くは保管上の故意又は過失によ
り損傷を受けているときは、こ
れをそのまま返還するのではな
く、代品を納めるか、修復して
から返還すべきことになる。そ
して代品納入又は修復返還に代
えて貸与品についての損害を賠
償しなければならない。
[工事用地等]
　受注者は、その所有又は管理
する物件を工事用地等の外に撤
去し、工事用地等を修復し、取
り片付けて発注者に明け渡さな
ければならず、受注者が相当の
期間内に、これを行わない場合
には、発注者は、代執行できる
としている。撤去すべき物件の
中には、受注者が自ら所有又は
管理するものでだけでなく、
かっこ書で明示しているよう
に、下請負人の所有又は管理す
るものも含まれる。後者につい
ては、受注者は、下請負者との
契約において、受注者が撤去で
きる旨を規定しておくことが、
受注者と下請負人との紛争を未
然に防ぐために望ましい。
[解除に伴う措置の期限、方法
等]
　支給材料又は貸与品の返還に
ついては、原則として、第52条
の規定による解除の場合（受注
者の帰責事由のある場合）に
は、発注者が定め、第53条又は
第54条の規定により解除の場合
（受注者の帰責事由がない場
合）には、受注者が発注者の意
見を聴いて定める。ただし、受
注者の故意又は過失により滅失
又は毀損した場合等における支
給材料又は貸与品の返還及び代
品納品等については、発注者が
受注者の意見を聴いて定めるこ
ととする。また、物件の撤去、

　第９項に一部関
係項目がある。受
注者の項参照のこ
と。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者
総括監督員 主任監督員 担当監督員

　第７項　受注者は、
請負契約が解除された
場合において、貸与品
があるときは、当該貸
与品を契約担当者に返
還しなければならな
い。この場合におい
て、当該貸与品が受注
者の故意又は過失によ
り滅失し、又はき損し
たときは、代品若しく
は原状に復した貸与品
を返還し、又は返還に
代えてその損害を賠償
しなければならない。
　第８項　第26条の３
第３項及び第５項の規
定は、契約が解除され
た場合に準用する。こ
の場合において、同条
第３項中「建設工事の
完成、設計図書の変更
等」とあるのは「請負
契約の解除」と、同条
第５項中「前項の期限
までに」とあるのは
「次項の期限までに」
と読み替える。
　第９項　第６項前段
及び第７項前段の規定
による受注者のとるべ
き措置の期限、方法等
については請負契約の
解除が受注者の責めに
帰すべき事由によると
きは、契約担当者が定
め、請負契約の解除が
受注者の責めに帰すべ
き事由によらないとき
は受注者が契約担当者
の意見を聴いて定める
ものとし、第６項後
段、第７項後段及び第
８項において準用する
第26条の３第３項の規
定による受注者のとる
べき措置の期限、方法
等については契約担当
者が受注者の意見を聴
いて定めるものとす
る。

備　　　　考



工事用地等の修復、明渡しにつ
いては、解除規定にかかわら
ず、発注者が受注者の意見を聴
いて定めることとする。
　受注者のとるべき措置の「期
限、方法等」には、支給材料又
は貸与品の返還期日、返還場
所、工事用地等の明渡期日、修
復、取り片付け方法等が含まれ
ることとなる。

契　約　担　当　者
監　　督　　員　　の　　業　　務

受　　注　　者 備　　　　考
総括監督員 主任監督員 担当監督員
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